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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

平成１９年行政監査（指定管理者制度による公の施設の管理について、公共

交通機関の整備・運営について）、平成１９年工事監査、平成１９年財政援

助団体等監査、平成１９年各会計定例監査、平成１８年度決算審査（各会計

歳入歳出及び公営企業各会計）、平成１８年財政援助団体等監査、平成１８

年行政監査（病院における収入管理について、都の土地及び建物の管理につ

いて）、平成１８年各会計定例監査及び平成１７年度決算審査（公営企業各

会計）の結果に基づき講じた措置について、東京都知事等関係機関から通知

があったので公表する。 
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第１ 報 告 の 概 要 

 

各監査・審査の結果に基づき知事等が講じた措置について、表１のとおり、執行機関から通知

があった。今回、通知を受けた件数は１６４件で、講じられた措置の内訳は、表２のとおりであ

る。また、残る１２０件の監査結果については、執行部所において改善の取組途上、又は改善策

を検討中となっている。 
 
 
（表１）講じた措置の件数 

  区     分 監査実施期間 結果内訳
措置対象

A
措置済 

B 
今回措置 

C 
改善中
A-(B+C)

指 摘 ３６ － １０ ２６
意見・要望 ４ － ０ ４

平成１９年 行政監査 
（指定管理者制度による公
の施設の管理について） 

平成19.9.26 
～平成20.1.31

計 ４０ － １０ ３０
指 摘 １ － １ ０
意見・要望 １１ － ４ ７

平成１９年 行政監査 
（公共交通機関の整備・運営
について） 

平成19.9.18 
～平成20.1.31

計 １２ － ５ ７
指 摘 ３８ － ３８ ０
意見・要望 ３ － ２ １平成１９年工事監査 平成19.1.18 

～平成20.1.23
計 ４１ － ４０ １
指 摘 ４９ － ３５ １４
意見・要望 ８ － １ ７

平成１９年 
 財政援助団体等監査 

平成19.8.27 
～平成20.1.23

計 ５７ － ３６ ２１
指 摘 １１４ ６６ ２９ １９
意見・要望 ７ ２ ２ ３

平成１９年 
各会計定例監査 
（平成１８年度執行分） 

平成19.1.16 
～平成19.9.5

計 １２１ ６８ ３１ ２２
指 摘 １９ ９ １０ ０
意見・要望 － － － －

平成１８年度 
 決算審査 
（各会計歳入歳出） 

平成19.7.18 
～平成19.9.7

計 １９ ９ １０ ０
指 摘 ９ ２ １ ６
意見・要望 １ ０ ０ １

平成１８年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成19.6.1 
～平成19.9.3

計 １０ ２ １ ７
指 摘 ３５ ３３ １ １
意見・要望 ５ ３ ２ ０

平成１８年 
 財政援助団体等監査 

平成18.8.28 
～平成19.1.17

計 ４０ ３６ ３ １
指 摘 ３３ ３ １８ １２
意見・要望 － － － －

平成１８年 行政監査 
（病院における収入管理に
ついて） 

平成18.9.6 
～平成19.1.17

計 ３３ ３ １８ １２
指 摘 ２６ １９ ４ ３
意見・要望 ９ ０ ２ ７

平成１８年 行政監査 
（都の土地及び建物の管理
について） 

平成18.9.5 
～平成19.1.17

計 ３５ １９ ６ １０
指 摘 ５７ ５２ ３ ２
意見・要望 ４ ４ ０ －

平成１８年 
各会計定例監査 
（平成１７年度執行分） 

平成18.1.12 
～平成18.9.8

計 ６１ ５６ ３ ２
指 摘 ６ ５ ０ １
意見・要望 ２ ０ １ １

平成１７年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成18.6.1 
～平成18.8.9

計 ８ ５ １ ２
指 摘 １２ １２ － －
意見・要望 ４ ３ ０ １

平成１７年 行政監査 
（情報システムの運用管理
について） 

平成17.9.26 
～平成18.2.1

計 １６ １５ ０ １
指 摘 ３３ ３２ ０ １
意見・要望 ８ ７ ０ １

平成１７年 
 財政援助団体等監査 

平成17.9.7 
～平成18.2.1

計 ４１ ３９ ０ ２
指 摘 １８ １８ ― －
意見・要望 ３ ２ ０ １

平成１６年度 
 決算審査 
（出納長所属各会計） 

平成17.7.21 
～平成17.9.7

計 ２１ ２０ ０ １
指 摘 １１ １０ ０ １
意見・要望 － － － －

平成１６年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成17.6.3 
～平成17.9.7

計 １１ １０ ０ １

指 摘 ４９７ ２６１ １５０ ８６

意見・要望 ６９ ２１ １４ ３４合          計 

計 ５６６ ２８２ １６４ １２０

（注）件数については、一つの指摘が複数の局（団体）にある場合、局（団体）ごとに件数を数えている。 
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（表２）措置の内訳 

区   分 事          例 件  数 

規定、基準等に即した適正な事

務の執行、財産管理等に改めた

もの 

・随意契約を競争契約に改めた。 

・過大に交付した補助金を返還させた。 

・公有財産の登載漏れ等を修正した。 

８０件

会議、研修等において、関係者

に周知徹底を図ったもの 

・リース契約、工事契約における適切な積算 

・適正な契約手続 

・情報セキュリティ対策の推進 

３７件

新たな基準の作成など、より適

切な事務手続に改めたもの 

・積算チェックリストを作成し、積算ミスを 

 防ぐために事務処理手順を改めた。 

・都営住宅の建替計画を見直した。 

・債権の回収に向け、滞納整理事務処理マニ 

 ュアルを作成した。 

３３件

指 

 

 

 

摘 

小  計 １５０件

事務のより一層の改善を図っ

たもの 

・窓口現金の管理をより適切に行うよう、事 

 務処理の見直しを図った。 

・ハロゲンや鉛を使わない、環境対策型のケ 

 ーブル類を原則使用することを定めた。 

・貯蔵品の見直しを行った。 

１０件

施設の利活用に努めたもの ・事業所を移転し、施設の有効活用を図った。 ３件

会社の経営の改善に取り組ん

だもの 

・鉄道事業において、増客増収と経費節減に 

 努めた。 
１件

意 

見 

・ 

要 

望 

小  計 １４件

合    計 １６４件
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第２ 報 告 の 内 容 

 

〔平成１９年行政監査（指定管理者制度による公の施設の管理について）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
産業労働局  産業貿易セ

ンターの管理

対象施設にお

ける物品の管

理を適切に行

うべきもの 

 局は、指定管理者に対して、供用物品の

状況を報告させることとしているが、東京

都産業貿易センター（浜松町館、台東館）

については、供用物品の状況に係る確認又

は報告が行われていなかった。 

 

 平成１９年１１月

末に指定管理者から

物品の状況を報告さ

せ、今後、毎年度末

に提出される事業報

告書と併せて物品の

状況報告を添付する

よう指導した。 

港湾局  海上公園の

利用者満足度

の把握を適切

に行うべきも

の 

 局は、海上公園について、施設利用者の

満足度を把握するためにアンケートを実施

しているが、実施状況について見たところ、

お台場海浜公園ほか２公園では回答数が極

端に少なく、利用者満足度が十分把握でき

ない状況となっている。 

 公園利用者に対し

て積極的なアンケー

ト依頼に努めるよう

指定管理者に対して

指導した結果、平成

１８年度に比べ、多

いところでは１２倍

規模の回答数（平成

２０年２月末現在）

を得ることができ

た。 

港湾局  海上公園の

管理対象施設

の維持管理を

適切に行うよ

う指導すべき

もの 

 若洲海浜公園及び大井ふ頭中央海浜公園

における施設の維持管理の状況について見

たところ、次のとおり、不適切な状況が認

められた。 

ア 若洲海浜公園内の浮き桟橋は、海上バ

スの着桟用として使用していたものであ

るが、平成１８年４月に浮き桟橋に渡る

橋（全長１７ｍ）が破損して以降、使用

できない状態となっている。 

イ 若洲海浜公園及び大井ふ頭中央海浜公

園では、複数のベンチで座板が欠落して

いるにもかかわらず、公園利用者に対し

て注意を喚起するなどの安全確保策が講

じられていない。 

 

 指定管理者に対

し、海上公園施設の

維持管理を適切に行

うよう次のように指

導を行った。 

ア 浮き桟橋は当面

使用しないため、

出入りできないよ

う柵を設置した。 

イ 破損しているベ

ンチには注意を促

す表示をした後、

平成２０年２月末

までに全て修繕を

行った。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
港湾局  客船ターミ

ナル施設の管

理業務の内

容、範囲を精

査すべきもの 

晴海客船ターミナルの管理業務内容につ

いて見たところ、次のような問題点が認め

られた。 

ア 管理運営基準において、食堂、店舗等

の未使用スペースについて積極的に使用

者誘致に努めるとしているが、局は未使

用スペースを特定せず、その位置等を明

示していないため、具体的に使用者誘致

に努めるべき施設が明確になっていな

い。 

イ 使用許可対象施設の一つである待合所

施設について見たところ、許可対象外で

ある庁舎の一部や、現実に使用を予定し

ていないものが含まれている。 

 食堂、店舗等の使

用者誘致に努めるべ

き施設の位置等の区

分けを行い、また待

合所施設の許可対

象・対象外施設の区

分けを行い、それぞ

れ指定管理者に通知

し、明確にした。 

港湾局  年間業務実

施計画書の承

認及び事業実

施結果の検証

を適切に行う

べきもの 

 指定管理者が局に提出した年間業務実施

計画書等について見たところ、次のような

問題点が認められた。 

（ア）年間業務実施計画書において、指定

管理者は、インターネットを利用した申請

及び使用料の振込を行うとしているが、指

定管理者に徴収事務を委託している使用料

は、会計制度上、利用者から直接都に振り

込ませることはできない。 

（イ）指定管理者は、年間業務実施計画書

において行うとした自主事業について、火

災予防条例（平成 17 年 10 月 13 日公布）の

改正などを理由に実施を見送り、その報告

を局へ平成 19 年 3 月 12 日に行い、局はこ

れを承認している。しかしながら、年間業

務実施計画書の承認に当たって、法令等の

遵守すべき事項に係る確認を適切に行え

ば、条例の改正は事前に把握できるもので

ある。 

（ウ）事業計画書において、指定管理者は、

施設の利用率を５０パーセント以上とする

との目標を設定し、これに基づき、年間業

務実施計画では目標達成に向けた取組を実

施することとしており、その結果について

年間稼働時間及び利用率のみ報告してい

る。 

 しかし、この報告では、年間業務実施計

画書に沿ってどのような取組を行ったの

か、十分把握、分析できない。 

 

 平成２０年度の年

間業務実施計画書の

承認に当たっては、

法令や規程等の遵守

すべき事項について

確認を適切に行った

上で処理した。 

 また、事業計画書

に係る報告について

は、新たに報告させ

る項目を設け、どの

ような取組を行った

のか、把握、分析で

きるようにした。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
港湾局  客船ターミ

ナル施設の利

用者満足度の

把握を適切に

行うべきもの 

施設利用者の満足度を把握するためのア

ンケート実施方法等について見たところ、

次のような問題点が認められた。 

（ア）有明客船ターミナル及び青海客船タ

ーミナルでは、アンケートを実施した晴海

客船ターミナルよりも乗降客が多いにもか

かわらず、アンケートを実施していない。 

（イ）晴海客船ターミナルでは、客船利用

者に対して、アンケートを実施しているも

のの、主要施設の一つであるホール利用者

に対しては、アンケートを実施していない。 

また、竹芝客船ターミナルでは、イベント

利用者に対しては、アンケートを実施して

いるものの、乗降客に対しては、アンケー

トを実施していない。 

 

 指定管理者に対

し、平成２０年１月

１７日の連絡会及び

同日付の文書で、有

明客船ターミナル、

青海客船ターミナル

の乗降客及び晴海客

船ターミナルホール

の各利用者並びに竹

芝客船ターミナルの

乗降客に対し、アン

ケートを毎年度必ず

実施するよう指示

し、平成２０年２月

から実施している。 

 

港湾局  二見漁港岸

壁ほか９施設

の管理業務に

係る経理の検

証に資する適

切な収支報告

書等を提出す

るよう指導す

べきもの 

指定管理者は、管理業務の実施に当たっ

て、他の事業と経理を明確に区分しておか

なければならないとされているため、局は、

指定管理者に、管理業務に係る収支報告書

及び指定管理者の財務諸表を提出させてい

る。 

しかし、この収支報告書の内容が、財務

諸表の該当科目の内容と合致せず、管理業

務が適切に経理されているか直接検証でき

ない。 

 

 指定管理者に指導

した結果、業務収支

報告書の内容が直接

検証できる財務諸表

の作成がなされ、平

成２０年３月に提出

された。 

港湾局  海上公園等

の管理対象施

設の範囲を明

確にすべきも

の 

局は、指定管理者の募集要項における管

理対象施設の概要について、所在地、面積、

平面図、主要公園施設を示すとともに、基

本協定において、管理対象施設の名称及び

所在地を規定している。 

ところで、海上公園等の施設内にあり、

別途、局が管理・使用許可している施設は、

指定管理者の管理対象範囲から除外すべき

であるが、その施設が協定に明記されてい

ないため、管理対象施設の範囲が不明確と

なっている。 

 

管理対象施設と除

外施設の区分けを明

確にし、指定管理者

へ通知した。 

また、次回公募後

の基本協定において

は、管理対象施設の

範囲を明確にし、使

用許可施設の面積等

の変更の際は、通知

により明確化する。 

 

教育庁  教育文化施

設の管理対象

施設における

財産の管理を

適正に行うべ

きもの 

 庁は、埋蔵文化財調査センターの管理を

指定管理者に行わせているが、管理対象施

設の敷地内に、指定管理者が、自らの業務

に使用するために設置している建物につい

て、その敷地の使用許可が行われていない

ことが認められた。 

 平成２０年３月

に、庁はセンターに

対し使用許可の手続

きを適正に行った。 



 - 6 - 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
教育庁  教育文化施

設の管理対象

施設における

物品の管理を

適切に行うべ

きもの 

 庁は、指定管理者に、埋蔵文化財調査セ

ンターの管理業務を行わせるに当たって、

基本協定により、管理対象施設の物品を使

用させており、毎年度終了後、物品使用状

況を報告させることとしているが、その報

告が行われておらず、物品の管理状況が確

認できない状況となっている。 

 平成２０年２月に

指定管理者へ指導を

行い、物品の現物確

認及び物品管理使用

状況の報告をさせ

た。 

 また、毎年度終了

後、必ず物品使用状

況を報告するよう、

指導した。 

 

〔平成１９年行政監査（公共交通機関の整備・運営について）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
都市整備局 

（東京地下鉄

株式会社） 

 窓口現金の

管理を適切に

行うべきもの 

駅の窓口で取扱った現金について、窓口

処理機に計上されるデータが、窓口処理機

導入以来異常であったにもかかわらず、本

社、駅務管区ともこのことを認識していな

かった。 

 

 調査の結果、原因

が判明したため、平

成１９年１１月３０

日付事務連絡「機種

別取扱表の窓口処理

機未投入精算金額の

調査」を全管区に送

付し、指導を行った。

都市整備局 

（東京地下鉄

株式会社） 

 窓口処理機

への入力の励

行について 

飯田橋駅においては、現金有り高の２

５％については窓口処理機で精算している

が、残りの７５％は窓口処理機に取扱高を

入力せずに不足運賃を収受している。 

不足運賃は、その他の売上と異なり、正

確な売上データが発生しないのであるか

ら、窓口処理機に収受額を入力することで

現金の管理をより適切に行えるようにな

る。 

 

 平成２０年２月２

５日付事務連絡「窓

口処理機で不足運賃

を収受した場合の取

り扱いについて」を

全管区に送付し、指

導を行った。  

港湾局 

（株式会社ゆ

りかもめ） 

 窓口現金引

継簿の活用に

ついて 

 駅務員の交代に当たっては、窓口の現金

の有り高を確認し、これを帳簿等に記録す

るべきものであるが、ゆりかもめの窓口引

継簿を見ると、引き継いだ現金有り高を記

録していない。 

 

 現金の有り高を適

切に記録できる帳票

を整備し、平成２０

年２月１８日から活

用している。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
交通局  現金有り高

の検証につい

て 

駅では、駅務機器の締切作業を行うとき

は、駅所定の締切作業用紙に売上データを

転記するとともに、現金有り高を金種ごと

に計数し、作業用紙に記載している。 

しかしながら、この作業用紙は、現金有

り高を駅務システムに入力し、その締切作

業によって数えた現金を確定すると廃棄し

ているため、システムに入力されている現

金有り高が実際の計数の結果と等しいこと

を検証できない状態となっている。 

 

 駅務機器の締切作

業をする際に、作業

用紙を使用する場合

は、作業用紙を保存

することとした。 

交通局  駅務機器の

改修にあたり

適切な現金管

理を行うべき

もの 

 西高島平駅及び新高島平駅では、平成１

８年９月に不足金が発生し、原因不明のま

まとなっているが、このとき、ＰＡＳＭＯ

導入のため、券売機をＩＣ対応に改修する

作業に立会をしていないことが認められ

た。 

 券売機等の駅務機

器の修理・改修作業

には原則として立ち

会いを実施すること

を、平成２０年２月

に周知徹底した。 

 

〔平成１９年工事監査〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
総務局  昇降機の定

期点検保守の

積算を適正に

行うべきもの 

東京都竹芝庁舎建物管理委託ほか２件に

おける昇降機の定期点検保守の積算は、都

の基準「維持保全業務積算標準」に基づい

て行われている。 

同基準では、大規模な委託の規模等によ

る低減を行うこととし、同一の維持保全業

務を一括して委託する場合は、昇降機等の

台数の規模による低減率（１０～３５％）

を定めているが、本件についてはこの低減

が行われておらず、仮に、財務局が定めて

いる個々の台数による低減率に基づいて積

算すると、３件合わせて積算額約１６２万

円が過大なものとなっている。 

竹芝庁舎について

は、平成１９年度契

約から低減率を導入

しており、既に改善

済みである。 

中目黒住宅等につ

いては、平成２０年

度契約から同低減率

を適用する。 

財務局  木工事にお

ける集成材の

単価設定を適

正に行うべき

もの 

 都立町田高等学校改築及び改修工事は、

鉄筋コンクリート造４階建校舎の改築及び

既存校舎等の耐震補強など大規模改修工事

を行うものである。 

 改築校舎の木工事の積算について見る

と、集成材の単価を業者の見積りにより設

定しているが、同単価は誤って、設定すべ

き金額の１０倍のものが用いられている。 

 このため、積算額約２５２万円が過大な

ものとなっている。 

 再発防止に向け、

担当者等のチェック

に加え、設計委託業

者にもチェックを行

わせるよう「工種別

積算チェックリス

ト」を改正し、起工

時にそのチェックリ

ストを原議に添付す

ることとした。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
都市整備局  コンクリー

ト土留工の積

算を経済的に

行うべきもの 

八王子市中野山王三丁目道路工事は、中

野山王三丁目団地の建替えに伴い、道路整

備を行うものである。 

 このうち、コンクリート土留工の積算に

ついて見ると、側溝や笠コンクリートなど

の小型構造物工事に用いるコンクリート工

や型枠工の歩掛を用いて行っている。 

 しかしながら、当工事は、形状、機能か

ら見ると小型擁壁工であり、局基準には適

用する歩掛が定められている。 

このため、同基準に基づき積算すると、

約１０６万円を縮減できるものである。 

局は、部署ごとに

「工事設計書照査記

録表」を作成し複数

によりチェックする

ことを各所管課長に

指示した。 

所管課では、積算

基準の適正な適用に

ついてのチェック項

目を含む同照査記録

表を新たに作成し、

関係職員に周知し

た。 

都市整備局  業者からの

見積りによる

街路灯の単価

設定を適正に

行うべきもの 

 臨海部における街路整備に伴う街路灯の

積算について見ると、単価を３業者からの

見積りの平均値により設定しているが、土

木設備工事に適用する「電気・機械設備工

事見積り要領」によると、業者からの見積

りにより単価設定する場合は、内容を精査

し、総価の最低額を採用することになって

いる。 

 このため、合わせて積算額約５６５万円

が過大なものとなっている。 

再発防止策とし

て、土木設備工事に

おける今後の積算に

当たっての留意事項

を取りまとめ、「電

気・機械設備見積り

要領」を配布し、局

内全体に周知した。 

事務所では、工事

課設計係内会議を開

催し、再発防止に努

めるよう徹底した。 

都市整備局  機器費等を

含む工事の諸

経費を適正に

計上すべきも

の 

 汐留地区区画整理事業に伴う街路築造工

事等の諸経費について見ると、規格品では

ない照明器具や照明柱の器資材費を諸経費

（共通仮設費、現場管理費、一般管理費等）

の対象額として算出し計上している。 

 しかし、局基準によると、発注者の仕様

に基づき個別製作する場合、照明器具は機

器として、また、鋼構造の照明柱は鋼構造

製作物費として取扱い、諸経費算出の対象

額となるのは、一般管理費における鋼構造

製作物費のみである。 

 このため、合わせて積算額約２４８万円

が過大なものとなっている。 

 再発防止に向け

て、平成１９年６月

２２日付け通知文に

より、積算にあたっ

ての留意事項を局内

関係部署に周知徹底

した。 

また平成２０年３

月３日に適正な積算

が行われることを確

認するため、部署ご

とに「工事設計書照

査記録表」を作成し

複数によりチェック

することを各所管課

長に指示した。 

事務所では、平成

２０年３月６日の通

知文により、活用す

ることを関係職員に

周知徹底した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

福祉保健局  建物管理委

託における設

備の運転・監

視業務の積算

を適正に行う

べきもの 

 東京都社会福祉保健医療研修センター建

物管理委託は、１０階建ての同センターの

建物設備等を維持・管理するものである。 

 電気及び機械設備の運転・監視業務の積

算について見ると、同経費は、前年度の設

計を参考にした単価及び開庁日数により算

出しているが、局基準では照明器具、配線

器具等の巡視などの標準周期及びこれに伴

う標準単価を定めており、これにより行う

ことが適正である。 

 このため、積算額約４２２万円が過大な

ものとなっている。 

 

平成２０年度契約

の積算に当たって

は、前年度単価を参

考とするのではな

く、「維持保全業務

積算標準単価表」な

どに基づき、適切に

算出した。 

 

病院経営本部  開閉器盤の

単価設定を適

正に行うべき

もの 

都立松沢病院Ｅ５８病棟改修電気設備工

事は、当該病棟の改修に伴い、新たに動力

設備等の設置を行うものである。 

動力設備工事の積算について見ると、動

力設備に電源を供給するための開閉器盤の

単価は、業者からの見積りを基に設定して

いるが、開閉器盤の単価は、本部に標準単

価が定められており、これにより行うこと

が適正である。 

このため、積算額約６１万円が過大とな

っている。 

当該単価項目が

「電気設備工事積算

標準単価表」に記載

されているどうか容

易にチェックできる

「単価項目リスト」

を新たに作成し、平

成２０年３月１２日

開催の施設担当係長

会において各病院に

周知した。 

病院経営本部  専門工事業

者に直接発注

する場合にお

ける石綿処理

工事の共通費

の計上を適正

に行うべきも

の 

都立府中病院Ｓ館外２箇所石綿除去工事

は、当該病院空調機械室において、アスベ

ストが含有する内装材を除去するものであ

る。 

工事の共通費について見ると、本部基準

では、専門工事業者に直接発注する場合の

共通費は、低減された共通費率を用いて計

上することになっているが、本工事の共通

費は、専門の石綿処理業者に単独で発注し

ているにもかかわらず、一般的な工事にお

ける共通費率を用いて計上している。 

このため、積算額約２３９万円が過大な

ものとなっている。 

 

平成１９年１２月

１１日に施設担当係

長会を開催し、共通

費計上のチェックリ

ストである「小規模

工事の実施マニュア

ル」に沿った適切な

設計積算の徹底を指

示した。 

 また、局設計基準

による専門工事につ

いて説明し、専門的

知識を要する工事を

行う際には、本部の

施設整備係に事前相

談を行うよう指導し

た。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
病院経営本部  工事請負契

約を適正に行

うべきもの 

松沢病院Ｃ３５、３６棟空調用電気設備

工事は、空調機に電源を供給するために、

電線管の敷設等を行うものである。 

電線管敷設の施工について見ると、本工

事の契約前にしゅん功した空調機設置工事

の工事記録写真において、既に電線管が敷

設されていることが認められた。 

このように、本工事は工事完了後に契約

が行われており、東京都契約事務規則及び

工事施行規程に反し適正でない。 

再発防止に向け、

本部において「小規

模工事の実施マニュ

アル」を改正し、関

連工事との調整を実

施計画の段階で行う

ことを明記するな

ど、適切な契約事務

処理を図っている。 

 

産業労働局  作業船の積

算を適正に行

うべきもの 

沖ノ鳥島周辺海域における大水深中層浮

魚礁の設置工事は、同海域の水産利用を促

進するため、中層浮魚礁を設置するもので

ある。 

浮魚礁設置費の積算について見ると、設

置工事の作業船費用は、傭船費、艤装クレ

ーン費等に船員費を加えて単価を設定して

いるが、見積りの傭船費には、すでに船員

費が含まれており、その上に船員費を二重

に計上することは適正でない。 

 また、作業船の艤装クレーン費等の単価

は局で定めたものがあり、割高な業者から

の見積りを採用することは適正でない。 

 さらに、回航費は、局基準では共通仮設

費に計上することとしているが、直接工事

費に計上しており適正でない。 

 このため、積算額約１，１９６万円が過

大なものとなっている。 

再発防止に向け、

専門外職員が行う漁

港魚場関係工事につ

いて、適正な設計、

チェックが行えるよ

う、注意事項等を整

理した「工事の審

査・確認心得」を新

たに作成した。 

 また、平成２０年

３月１０日開催の課

の係長会で、同心得

の活用による充分な

審査、確認すること

を周知徹底した。 

産業労働局  土のう工の

積算を適正に

行うべきもの 

小庄用水堰補修工事は、経年侵食によっ

て破損した固定堰等の補修を行うものであ

り、土のうを用いた仮堤により締め切り、

河道を迂回させて行っている。 

土のう工の積算について見ると、単位面

積当たりの単価に土のう積の面積を乗じて

算出している。当面積は、土のう積断面の

法長に設置延長を乗じたものとなっている

が、この単価は、土のう積の鉛直高の単位

面積に対して設定されており、法長の面積

を乗じることは適正でない。 

このため、面積が多く計上されており、

積算額約７４万円が過大となっている。 

平成１９年３月５

日付けの契約変更に

より、減額是正を行

った。 

再発防止に向けて

は、新たに工事設計

チェックシートを作

成し活用することに

より、土のう工の数

量の積み上げ方を重

点的にチェックする

よう係長会で周知徹

底した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
産業労働局  船舶建造の

一般管理費等

の計上につい

て検討すべき

もの 

東京都小笠原水産センター漁業調査指導

船「興洋」製造における一般管理費等の積

算について見ると、局は船舶建造修理に必

要な積算基準を定めていないため、港湾工

事に適用する港湾請負工事積算基準（国土

交通省）等を参考に算出し計上している。 

しかし、契約内容は船舶の建造であり、

港湾工事と異なるため、一般管理費等は船

舶および機械製造修理請負工事積算基準

（国土交通省）に基づいて定められている

東京都港湾局基準を参考に積算することが

適切である。 

仮に、同基準に基づき算出すると、積算

額約４，４７９万円が縮減できる。 

 

局は、船舶建造等

の積算にあたり、港

湾局の船舶及び機械

製造修理請負工事積

算基準を参考とする

ことを決定し、同積

算基準を島しょ農林

水産総合センターに

配布した。 

同センターは、積

算担当者に対し、船

舶製造・修繕等にお

ける一般管理費等の

積算の際は、この基

準を参考とするよう

周知した。 

産業労働局  高所作業の

安全管理につ

いて請負者を

適切に指導、

監督すべきも

の 

上恩方生活環境保全整備工事は、荒廃渓

流の土砂流出を防止する谷止工等を設置す

るものである。 

谷止工等の仮設足場の施工状況について

見ると、高所作業からの墜落災害を防止す

るため、労働安全衛生規則に定められてい

る手すりの設置や安全帯の使用など必要な

措置が講じられていないことが認められ

た。 

再発防止に向け

て、事務所は工事等

安全対策委員会を設

置し、新たに工事安

全点検チェックリス

トを作成し、同チェ

ックリストを活用し

て、工事現場安全点

検を実施した。 

さらに、森林土木

工事における安全講

習会を職員、請負業

者などに対して開催

し事故防止に努め

た。 

中央卸売市場  業者からの

見積りによる

投入ホッパー

の単価設定を

適正に行うべ

きもの 

 食肉市場小動物棟Ｃライン廃棄物エアシ

ューター改修工事は、既設廃棄物エアシュ

ーター１系統を２系統に分割し、増強を図

るものである。 

 廃棄物エアシューター設備の積算につい

て見ると、投入ホッパーの製品単価は、業

者からの見積りを基に設定しているが、こ

の見積りは製品２台分のものであるにもか

かわらず、誤って単価は１台分として設定

されており、積算額約７１万円が過大なも

のとなっている。 

 

設計照査において

は、起工書類、見積

書及び設計書に記載

された単価につい

て、新たにチェック

シートを作成し活用

することとした。 

担当者から照査

者、機械係長、設備

課長の４者がチェッ

クを実施し、再発防

止を図っていく。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
中央卸売市場  業者からの

見積りによる

コンセント盤

等の単価設定

を適正に行う

べきもの 

 葛西市場小型特殊自動車充電設備設置工

事は、フォークリフト等小型特殊自動車の

充電用コンセント盤等を設置するものであ

り、コンセント盤等の単価は業者からの見

積りを基に設定している。 

 ところで、市場では、単価表や積算資料

にない機器の単価を設定する場合、業者か

らの見積りやカタログ単価に対し一定の査

定率を定め、これを乗じて行っている。 

 しかしながら、本工事では、市場の定め

た査定率を適用すべきところ、独自の査定

率を用いて単価設定しているため、積算額

約１５３万円が過大なものとなっている。 

 

再発防止に向けて

は、業者からの見積

りによるコンセント

盤等の査定率を改正

し、単価表や積算資

料にない機器の単価

設定に当たっては、

同査定率を適用する

ことを指導した。 

あわせて、新たに

チェックシートを作

成し、活用すること

とした。また、工事

設計書の回付時に、

この査定率を確認し

て再発防止に取り組

むこととした。 

 

建設局  樹木撤去工

の積算を適正

に行うべきも

の 

 補助第６２号線（方南通り）電線共同溝

設置工事及び街路築造工事は、道路拡幅整

備として行うものである。 

 樹木撤去工の積算について見ると、用地

買収に伴う道路拡幅部（約４６ｍ２）にある

樹木を撤去するため、高木幹周り３０～５

９cm、４１９本分の枯損木抜根費を計上し

ている。 

 局基準では、樹木撤去工の費用算出に当

たっては規模を幹周りで区分する高木と１

株の高さで区分する中低木の２種類として

いるが、本工事で撤去した樹木は高木では

なく、中低木であり、中低木の撤去として

積算すると約５７３万円が縮減できるもの

である。 

再発防止に向け、

平成１９年１２月１

８日の設計係内会議

において、高木・中

低木の別を樹木の一

覧表に基づき、樹種

や数量を的確に把握

しチェックするよう

徹底した。 

さらに、工事係は

数量計算書・図面を、

設計係はチェックリ

ストに基づき積算

を、それぞれ重点的

にチェックすること

とした。 

建設局  建設発生土

の受入料金の

設定を適正に

行うべきもの 

 カラー舗装工事（３の１）は、特例都道

新宿副都心四号線の歩道にインターロッキ

ングブロックの敷設等を行うものである。 

 現場から発生する土砂である建設発生土

は、城南島受入基地へ昼間に搬入されてい

るが、本工事の積算では、誤って夜間の受

入料金を用いて費用を計上しており、積算

額約８８万円が過大となっている。 

 

 再発防止に向け、

平成１９年１２月２

０日の補修係内会議

において、設計期間

とチェックに十分時

間をとるとともに、

チェック作業はチェ

ックリストを利用し

て２名体制で行うこ

とを指示した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
建設局  置きガード

レール移設工

の単価設定を

適正に行うべ

きもの 

環状８号線における街路築造工事は、電

線共同溝の設置及び車道部の舗装本復旧を

行うものである。 

工事区間の交通流を制御するための置き

ガードレール移設工の単価について見る

と、局基準には当該歩掛がないとして、同

基準の集水桝の設置歩掛を参考に設定して

いる。しかし、設定した当単価は、集水桝

（長さ６０cm）１箇所当たりの設置歩掛を

６．７倍して、置きガードレール（標準長

４ｍ）１基を移設するのと同等としている

が、これは単純に桝の長さを置きガードレ

ールの延長比としたもので適切でない。 

現場状況を考慮して、置きガードレール

移設工の実態に即して単価設定を行えば、

積算額約４７４万円が縮減できる。 

 

置きガードレール

移設工単価の歩掛り

を積算基準に追加

し、平成２０年４月

から適用することと

した。 

事務所では、積算

基準に追加した同歩

掛りを用いて、適正

な単価設定を行うよ

う周知徹底した。 

 

建設局  防護柵工の

積算を適正に

行うべきもの 

 八王子３・３・４１号線の街路築造工事

において、車両が路外へ逸脱する事故を防

止するための防護柵工の積算について見る

と、次の誤りが認められた。 

① コンクリート打設工について、割高な

人力施工として費用を計上しているた

め、積算額約１８１万円が過大なものと

なっている。 

② 鉄筋工について、適用対象外の割増補

正を行って費用を計上しているため、積

算額約９３万円が過大なものとなってい

る。 

 

局内の技術職員を

対象に、積算基準改

訂説明会において、

再発防止を徹底する

よう注意喚起を行っ

た。 

事務所では、課長

会及び職員向け説明

会において、施工

中・起工済案件につ

いても各工事担当

者、設計及び工事係

長が積算内容の再チ

ェックを行うことを

周知徹底した。 

建設局  諸経費算出

における工種

区分の適用を

適正に行うべ

きもの 

路面補修工事（保水性舗装）は、ヒート

アイランド現象を緩和するため、保水性舗

装などを行うものである。 

局基準によると、工事の諸経費算出に当

たっては、工事内容により工種区分及び適

用する諸経費率が定められており、それに

応じた率を用いて諸経費を計上することと

している。 

しかし、本工事では「舗装工事」とすべ

きところ、土工、街きょ工等を行う「道路

改良工事」を適用し積算しているため、積

算額約１２９万円が過大なものとなってい

る。 

 再発防止に向け、

積算体系に見合った

チェックリストを平

成１９年１２月に新

たに作成し、厳格な

活用に努めることを

職員に周知徹底し

た。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
建設局  専門工事業

者に直接発注

する場合にお

ける解体工事

の共通費等の

積算を適正に

行うべきもの 

 蘆花恒春園北側園地基盤整備工事は、都

立公園整備のため、建物基礎の撤去等を行

うものである。 

 共通費等の積算について局基準では、解

体工事などの専門工事を専門工事業者に直

接発注する場合について、一般的な工事と

は別の取扱いを定めており、次の誤りが認

められた。 

① 当該専門工事にかかわる単価を調整す

ることとなっているにもかかわらず、単価

の調整が行われていない。 

② 共通費の算出に当たっては、低減され

た共通費率を用いるべきところ、誤って一

般の工事に適用する率を用いている。 

③ 廃棄物処分費は、共通費算出の対象額

から控除して積算すべきところ、廃棄物処

分費の控除が行われていない。 

このため、積算額約２５５万円が過大な

ものになっている。 

 

 照査段階でのチェ

ックの適正化を図る

ため、案件に応じた

職種の職員がチェッ

クすることとし、所

内を横断した照査体

制とした。 

また、設計関係職

員が照査で用いる参

考資料に、専門工事

業者に発注する場合

における積算の注意

事項を追加した。 

建設局  工事に必要

な設計図書を

契約書に適正

に添付すべき

もの 

 隅田川係留所補修工事は、係留所の内装

及び外壁等の改修を行うものである。 

本工事の契約書について見ると、工事内

容は、前年度に委託した老朽度調査等をも

とに外壁等の改修を行うこととしている

が、工事に必要な設計図書が一部を除き添

付されていない。 

再発防止に向けて

「工事監査報告会」

を開催し、契約書を

適正に作成するた

め、所内他課の専門

職員によるチェック

を行うことを周知徹

底した。 

港湾局  昼夜区分の

設計変更を適

正に行うべき

もの 

 有明南縦貫道路延伸部舗装工事は、有明

南縦貫道路の延伸として街路築造を行うも

のである。 

 門型式標識工の積算について見ると、当

初設計では夜間施工として費用を計上して

いるが、交通管理者の許可が得られたこと

などにより昼間施工で実施している。 

 しかし昼間施工への設計変更がなされて

いないため、積算額約９１万円が過大なも

のとなっている。 

 再発防止に向け、

設計変更の適正化を

図るため、新たに係

会議を適時開催する

ことにより、設計変

更の有無を係全員で

確認することとし

た。 

 変更がある場合

は、複数の係による

チェックを徹底して

いる。 



 - 15 - 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
東京消防庁  工事用機械

の搬入・搬出

に当たり、関

係法令を遵守

することはも

とより、一般

交通への安全

対策を十分行

うよう請負者

を適切に指

導、監督すべ

きもの 

防火水槽新設工事（その３）は、区立小
学校の校庭に防火水槽（鋼製円型１００㎥）
を新設するものである。 
土砂を掘削する大型建設機械（バックホ

ウ）の現場への搬入・搬出状況について見
ると、同機械は、工事現場へ運搬車両で搬
入・搬出することとして施工計画書が提出
され、庁において了承されていたにもかか
わらず、公道を長距離（約２５０ｍ）に渡
りカタピラ自走されており、安全かつ確実
な工事の施工管理監督という点から適切で
はない。 
 

工事の施工管理監
督に当たり、職員に
対して監督業務の再
確認、関係法令等の
遵守の指導等及び公
道上を作業する場合
の安全管理を徹底し
て行うよう注意喚起
した。  
今回請負った業者

に対しては、指導書
を交付し、合わせて
請負業者からの始末
書を提出させ、同事
案に対する重大性を
認識させた。 

交通局  大型土のう

設置・撤去工

の積算を適正

に行うべきも

の 

白丸調整池ダム濁水防止工事は、調整池

内の河道を大型土のうで固定し、堆積した

土砂の流出を抑制するものである。 

大型土のう設置・撤去工の積算を見ると、

局基準にある仮締め切りに適用する土のう

工の歩掛を用いて行っているが、この歩掛

は一般的な小型土のうを使用し、人力で施

工する場合に適用するものである。 

局で定めていない工種の積算を行う場合

には、公的機関等の基準類を準用するもの

としており、仮に国土交通省土木工事標準

積算基準書にある大型土のう工の歩掛を用

いて積算すると、積算額約２２１万円が低

減できる。 

平成１９年３月５

日付けの契約変更に

より、減額是正を行

った。 

従来より、発電業

務に関する大型土木

工事は、土木技術経

験が豊富な建設工務

部へ設計、積算を依

頼することになって

いるが、今後は設

計・積算を適正に行

うよう改めて周知徹

底した。 

 

水道局 設備工事に

使用するケー

ブル等の環境

物品等への転

換促進につい

て検討すべき

もの 

都は、「平成１８年度東京都環境物品等調

達方針（公共工事）」を定め、設備工事にお

いて、ハロゲンや鉛などを使用しないＥＭ

電線及びＥＭケーブルを、特に重点的に使

用の推進を図る特別品目としている。 

局の設備工事におけるケーブルの使用方

針について見ると、ＥＭケーブルと従来型

ケーブルとを混用した場合は、リサイクル

が困難になるとして従来型ケーブルを使用

することとしているが、ＥＭケーブルと従

来型ケーブルを混用しても、リサイクルに

際して大きな支障はない。 

今後の工事においても従来型ケーブルを

使用し続けることは、新たな環境負荷を次

世代に残すことになり、適切でない。 

設備工事において

使用するケーブル

は、原則として、全

てＥＭ電線、ＥＭケ

ーブルとすることと

し、特記仕様書作成

要領の改定を行っ

た。 

また、機械・電気設

備工事標準仕様書

（平成２０年４月）

について、電線、ケ

ーブル類は、環境対

策型を使用すること

の改定を行った。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
水道局  改良土運搬

工の積算を適

正に行うべき

もの 

 第一淀橋給水所配水池及び第二淀橋給水

所ポンプ棟耐震補強工事は、増し梁等によ

り補強を行うものである。 

 配水池上部のグラウンド復旧に用いる改

良土運搬工の積算について見ると、改良土

の運搬距離を２１kmとすべきところ、誤っ

て積算システムに２１８kmと入力したた

め、積算額約１，１７２万円が過大なもの

となっている。 

 

平成２０年２月２

２日付けの契約変更

により、減額是正を

行った。 

 再発防止に向け、

適正な運搬費の計上

の注意事項を新たな

チェック項目として

追加し、活用するこ

とを関係部署に周知

した。 
 

水道局  グラスウー

ルボード張り

の単価設定を

適切に行うべ

きもの 

 北鹿浜増圧ポンプ所建物改修工事は、壁

及び天井の石綿含有吹付け吸音材を撤去

し、グラスウールボード張りを行うもので

ある。 

 内装工事の積算について見ると、グラス

ウールボード張り単価は、施工の難易度が

高いとして、業者からの見積りにより設定

しているが、現場状況を見ると全てにおい

て難易度が高いものではない。 

 難易度が高くない部分においては、建設

資材定期刊行物に掲載されている標準的な

単価を用いるのが適切であり、現場条件に

即して積算すると約９４万円が過大なもの

となっている。 

 

再発防止策とし

て、今後、専門外職

員の行った設計書に

ついては、専門職種

である営繕課の担当

者と係長によるダブ

ルチェックを行う体

制とすることとし

た。 

水道局  土砂等運搬

工の積算を適

正に行うべき

もの 

練馬区石神井町八丁目８番地先から同区

石神井町四丁目３番地先間配水管移設工事

は、水道配水管の移設を行うものである。 

新設配水管工事に伴う掘削土、埋戻土等

の土砂運搬工の積算について見ると、土砂

の運搬車両は、全て４ｔ積みダンプトラッ

クを用いているが、現場は１０ｔ積みダン

プトラックが十分に使用できる箇所が多

く、実際の施工に際しても土砂運搬量の半

分近くを１０ｔ積みダンプトラックで行っ

ている。 

 現場条件に即して積算すると、約３２６

万円が過大なものとなっている。 

 平成１９年６月２

８日付けの契約変更

により、減額是正を

行った。 

 再発防止に向け、

従来のチェックリス

トに運搬車両の項目

を追加し活用するこ

とにより、チェック

を徹底して行うこと

を関係部署に周知徹

底した。  
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
水道局  ケーソン工

事における足

場工の積算を

適正に行うべ

きもの 

江東区豊洲二丁目から港区港南五丁目地

先間送水管用中間立坑築造工事は、自動化

オープンケーソン工法により中間立坑を築

造するものである。 

ケーソン躯体築造のため、躯体の内側外

側に設置する足場工の積算について見る

と、両方合せて外側足場面積の１．６倍の

数量を計上しているが、本工事の積算で使

用したＰＣウｪル工法研究会の積算資料に

よると、足場数量はケーソン躯体外周面積

の１．６倍と定めている。 

同積算資料に基づき積算すると、約１７

０万円が過大なものとなっている。 

 

設計・施工担当者

に対し、ケーソン工

事における足場工の

積算など当局基準に

ない工種や施工方法

については、他団体

の基準を適正に使用

するよう周知徹底を

図った。 

 さらに、再発防止

に向け、「設計チェッ

クリスト」に、適用

基準の確認項目を追

加するとともに、活

用することを関係部

署へ周知した。 
 

下水道局  建物撤去工

事における枠

組足場等の損

料を適正に計

上すべきもの 

ミキシングプラント撤去工事における建

物撤去に係る枠組足場及び災害防止シート

の積算について見ると、同材の使用損料は、

単位損料単価に使用する日数を乗じて算出

するものであるが、使用日数を過去の工事

事例を参考に９０日として計上している。 

しかし、当工事工程から損料日数は、６

０日分程度とすることが適切であり、積算

額約２３４万円が過大なものとなってい

る。 

再発防止につい

て、建築工事チェッ

クシートを改定し、

活用することを設計

担当部署に周知徹底

した。 

下水道局  発生土運搬

工に伴う首都

高速道路通行

料を適正に計

上すべきもの 

日本堤南幹線その２工事は、泥土圧式

シールド工法により、日本堤南幹線の一

部を築造するものである。 

シールドにより発生する土砂運搬工の

積算について見ると、首都高速道路の通

行料は、ダンプトラック１台当たりの通

行料を土砂１㎥当たりに換算し、土砂数

量を乗じて計算しているが、運搬に使用

するダンプトラック１０ｔ車の通行料を

用いるべきところ、誤って、２ｔ車の通

行料を用いているため、積算額約７９３

万円が過大なものとなっている。 

 

平成１９年７月１

２日付けの契約変更

により、減額是正を

行った。 

再発防止に向け、

１工種が多額となる

積算内容は係長が必

ず確認するなど課内

の取組み体制を定

め、平成１９年１０

月１７日の課内係長

会で周知したほか、

文書により関係職員

に周知した。 

 



 - 18 - 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
下水道局  ケーソン工

事におけるセ

ントル工の積

算を適正に行

うべきもの 

西日暮里幹線立坑設置工事は、西日暮里

幹線築造として、ニューマチックケーソン

工法によりシールド発進立坑を築造するも

のである。 

本工事に伴うセントル工の積算について

見ると、セントルを覆うモルタル工として、

左官工のコテ仕上げを伴う上塗りモルタル

工を計上しているが、施工実態を考慮する

と、コテ仕上げを伴わないモルタル工の計

上が適正であり、積算額約１，０３６万円

が過大なものとなっている。 

平成１９年７月２
３日付けの契約変更
により、減額是正を
行った。 

再発防止に向け、

１工種が多額となる

積算内容は係長が必

ず確認するなど課内

の取組み体制を定

め、平成１９年１０

月１７日の課内係長

会で周知したほか、

文書により関係職員

に周知した。 
 

下水道局  泥土圧式シ

ールド工法に

おける機械器

具損料を適正

に計上すべき

もの 

馬込西二号幹線その３工事は、泥土圧

式シールド工法により同幹線を築造する

ものである。 

ルート変更に伴いシールドマシンを設

計変更する際の機械器具損料の積算に誤

りがあるほか、シールドジャッキ１台分の

損料単価について、割高な業者からの見積

りによる単価を用いているため、積算額約

９，２４８万円が過大なものとなってい

る。 

 

平成１９年７月１

３日付けの契約変更

により、減額是正を

行った。 

再発防止に向けて

は、チェック精度の

向上を図るため、シ

ールド工事等につい

ては、設計書及び変

更書のチェックを所

内ＰＴにおいて行っ

ている。 

下水道局  ブロック積

み天端
て ん ば

コンク

リート工の積

算を適正に行

うべきもの 

南多摩水再生センター法面整備工事は、

同センター内の山腹の崩壊を防止するた

め、法枠等を設置するものである。 

緑化ブロック積みの天端に打設するコン

クリート工の積算について見ると、コンク

リート１ｍ３当りの単価をそのまま天端１

ｍ当たりの単価として設定し積算している

が、天端１ｍ当たりの単価はコンクリート

１ｍ３当りの単価に天端断面積（０．１９６

ｍ２）を乗じて設定すべきものである。 

このため、積算額約２２０万円が過大な

ものとなっている。 

 

 再発防止に向け、

積算の段階で、複数

でチェックすること

とし、さらに、起工・

契約後の段階で、工

事課との共同による

設計図書のチェック

を行うなどチェック

体制の強化を図るこ

ととした。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
下水道局  タイルカー

ペット張りの

単価設定を適

正に行うべき

もの 

多摩川上流水再生センター管理棟その他

改良工事は、事務室、水質試験室等を改修

するものである。 

内装工事におけるタイルカーペット張り

の積算について見ると、同材の単価は、割

高なカタログ価格を基に設定しているが、

局は平成１８年度から市場単価を踏まえ、

同製品の単価を設定しており、これにより

積算することが適正である。 

このため、積算額約９４万円が過大なも

のとなっている。 

再発防止に向け、
設計委託時点での係
内審査や、設計時点
での審査担当者及び
係長級職員によるダ
ブルチェックを徹底
して行うこととし
た。 

下水道局  沈殿池天

井、壁、底部

の断面修復工

の積算を適正

に行うべきも

の 

北多摩一号水再生センター第一沈殿池防

食工事は、沈殿池の躯体コンクリートに防

食工事を行うものである。 

沈殿池天井、壁、底部の断面修復工の積

算について見ると、修復面積は、修復厚さ

５㎜を１，７８６ｍ２、１０㎜を５１５ｍ２

とすべきところ、誤って逆に５㎜を５１５

ｍ２、１０㎜を１，７８６ｍ２として積算し

たため、積算額約４６６万円が過大なもの

となっている。 

再発防止に向け、
設計委託時点での係
内審査や、設計時点
での審査担当者及び
係長級職員によるダ
ブルチェックを徹底
して行うこととし
た。 

教育庁  業者からの

見積りによる

工費の計上を

適正に行うべ

きもの 

 駒沢オリンピック公園総合運動場体育館

大型映像装置改修工事は、園内にある体育

館の大型映像装置及び室内競技表示装置の

老朽化に伴い、部品等を交換するものであ

る。 

 室内競技表示装置工の積算について見る

と、部品等を交換する工費は、業者からの

見積りを基に計上されているが、内訳には

工費として計上すべきでない諸経費や、過

大な機器の試験・調整費等が含まれており、

積算額約９５万円が過大なものとなってい

る。 

 

 平成１９年２月２

６日付けの契約変更

により、減額是正を

行った。 

再発防止に向け、

設計に当たり見積書

を十分に精査したこ

とを担当者以外の係

内職員がチェックす

ることとした。 

 

教育庁  契約図書を

適正に作成す

べきもの 

都立調布北高等学校耐震補強その他改修

工事は、校舎棟及び体育館棟の耐震補強及

び外構工事等を行うものである。 

 外構工事について見ると、契約図書には、

設計内訳書に計上している約４００万円の

工事内容として、舗装等の工事範囲を示し

た配置図のみしか添付されておらず、本件

契約図書は、契約の履行に支障をきたすも

のとなっており、適正ではない。 

 庁技術職員全員に

注意喚起を行うとと

もに、再発防止に向

け、設計に当たり、

図面と内訳の確認を

担当者以外の係内職

員がチェックするこ

ととした。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
警視庁  鉄骨加工費

の積算を適切

に行うべきも

の 

 警視庁本部庁舎発電設備その他改修工事

は、災害時に安定的に電気を供給するため

行うものである。 

 三階屋上部分に設置される発電機の架

台、メンテナンスデッキ、目隠しルーバー

に係る鉄骨加工費の積算について見ると、

庁基準では、鋼板とＨ形鋼を分けて算出す

ることとしているが、本工事の積算では、

鋼板とＨ形鋼とを分けずに高額な鋼板加工

単価に鋼材総使用量を乗じて行っている。 

 また、鋼材総使用量には算入するべきで

ない高力ボルト等を加算しているため、過

大積算となっている。 

一方、溶接工が未計上のため過少積算と

なっている。 

このため、差引きすると積算額約２９４

万円が過大なものとなっている。 

 

再発防止につい

て、起工物件の設計

図書を毎月１回検査

する自主監査日を設

け、チェック体制の

強化を図った。 

また、従来のチェ

ック体制を見直し、

設計、積算過程にお

いて他係の電気、機

械技術の専門職幹部

によるチェックを行

うようにした。 

さらに、主体が電

気、機械設備工事で、

その一部に１００万

円以上の建築工事が

含まれる工事につい

ては、別途、建築技

術者を指定すること

とした。 

 

 

〔平成１９年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
総務局 

（公立大学法

人首都大学東

京） 

受託業務の

再委託に係る

手続を適切に

行うべきもの 

 

 法人は、「アジアの遠隔教育環境等に関

する調査研究委託」の業務を都から受託し

ているが、契約書によれば、法人が都の承

諾を得ることなく、受託業務の全部又は主

要な部分を一括して第三者に委託すること

ができないとしている。 

法人は再委託を行う場合、都からの承諾

は書面により受けることとしているが、こ

れを行っておらず、適切でない。 

 経営審議会等にお

いて、指摘事項を説

明し、注意喚起を行

ったほか、教授会等

においても周知徹底

を図った。 

 また、受入部署で

ある経営企画室企画

課等に対し、適正に

業務委託契約を行う

よう平成２０年２月

２７日に文書により

通知し、指導した。 
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

総務局 

（公立大学法

人首都大学東

京） 

 研究費に係

る契約事務を

適切に行うべ

きもの 

法人では、予定価格が５０万円未満の場

合は、単数の見積書を徴することにより契

約を行うことができるとしているが、研究

費の契約状況について、以下のような適切

でない事例が認められた。 

①試料測定装置を２台購入するに当たり、

一括購入が可能であるにもかかわらず、予

定価格を５０万円未満として２回に分割し

て行っている。 

②フィルター他を購入するに当たり、一括

購入が可能であるにもかかわらず、予定価

格を５０万円未満として、１０回に分割し

て行っている。 

③検査員に指定されていない教員が納品検

査を行っている。 

④発注者である教員以外の者が納品検査・

確認することになっているが、発注者が検

査を行っている。 

 経営審議会、教育

研究審議会におい

て、指摘事項の説明

を行い、注意喚起を

行うとともに、教授

会等において周知徹

底を図った。 

 納品検査について

は、平成１９年１１

月より事務職員が検

査を行う制度を本格

実施した。 

総務局  離島航路補

助の損益計算

の審査を適正

に行うべきも

の 

 離島航路補助（父島～母島航路）の補助

金について、要綱では、交付すべき補助金

の額は、航路損益計算書を要綱で定める方

法により査定した後の実績欠損額をもとに

算定するとしている。 

 しかし、平成１８年度の審査査定後の航

路損益計算書を見たところ、運賃総額に一

定割合を乗じて得た金額を費用計上してい

るが、運賃総額には消費税が含まれている

にもかかわらず、さらに消費税分を上乗せ

したため、消費税が二重に計上されており、

適正でない。 

 補助金の確定額の

変更を行い、過大額

６２４，５０８円が

平成２０年２月２５

日に返還されたこと

を確認した。 

 今後の補助金支出

に際してチェックリ

ストを作成し活用す

ることにより、再発

防止対策を講じた。 

生活文化スポ

ーツ局 

（学校法人日

本学園） 

 情報化推進

補助に係る補

助金の返還を

求めるべきも

の 

 局は、教育用コンピュータ等をレンタル

またはリース方式により各学校が整備する

場合に、パソコンの台数に応じて補助金の

交付を行っている。 

 学校法人日本学園の日本学園中学校及び

日本学園高等学校では、パソコン全てを高

校で使用するものとして、補助金の交付を

受けているが、当該パソコンの使用実態を

見ると、中学・高校共用であることから、

台数の按分をする必要があり、生徒数によ

り按分すると、平成１８年度に６０万円が

過大に交付されている。 

 過大に交付した補

助金については、平

成２０年２月１３日

に全額返還された。 
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
生活文化スポ

ーツ局 

（学校法人東

京女学館） 

 情報化推進

補助に係る補

助金の返還を

求めるべきも

の 

 局は、教育用コンピュータ等をレンタルま

たはリース方式により各学校が整備する場

合に、パソコンの台数に応じて補助金の交付

を行っている。  

 学校法人東京女学館の東京女学館中学校

及び東京女学館高等学校では、パソコン全

てを中学校で使用するものとして、補助金

の交付を受けているが、当該パソコンの使

用実態を見ると、中学・高校共用であるこ

とから、台数の按分をする必要があり、生

徒数により按分すると、平成１７年度に６

０万円、平成１８年度に１８０万円が過大

に交付されている。 

 過大に交付した補

助金については、平

成２０年２月１４日

に全額返還された。 

生活文化スポ

ーツ局 

（学校法人法

政大学） 

 

 都内生就学

促進補助に係

る補助金の返

還を求めるべ

きもの 

 局は、都内に所在する私立高等学校が行

う都内公立中学生に対する就学促進に対

し、都内公立中学校出身者の数を基準に補

助金を交付している。 

 学校法人法政大学は、補助対象とならな

い国立大学の付属中学校出身者３名を含め

て申請しており、当該補助金６万９，００

０円が過大に交付されている。 

 

 過大に交付した補

助金については、平

成２０年２月１５日

に全額返還された。 

生活文化スポ

ーツ局 

（学校法人麻

布山幼稚園） 

 人件費の支

給根拠を明確

にして支給す

べきもの 

私立学校経常費補助の補助対象経費であ

る教職員の人件費に係る給与・諸手当につい

ては、それぞれの学校法人における給与規程

等に定めることとしている。 

学校法人麻布山幼稚園の人件費の支出状

況について見たところ、麻布山幼稚園は、預

かり保育手当を支給しているが、この手当に

ついて、給与規程に具体的な定めがなく、支

給根拠が明確でない。 

 法人は平成１９年

１０月１４日に理事

会を開催し、支給根拠

を明確にするため、

「給与規程」を改正し

た。 

局においても、学校

法人対して、手当の支

給根拠を明確にする

よう、さらに徹底指導

していく。 
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

生活文化スポ

ーツ局 

（財団法人東

京都歴史文化

財団） 

 管理手数料

に係る検査を

適切に行うべ

きもの 

財団は、平成１８年４月から、ワンダー

サイト渋谷に設置した喫茶店の運営業務に

ついて、Ａと飲食施設業務委託契約を締結

している。 

契約書によれば、売上金の確認のため必

要があるときは、Ａの売上帳簿及び売上金

を入金する銀行口座の通帳等を検査するこ

とができるとしているが、監査日現在まで

一度も売上高の実地検査を行っておらず、

業務管理の上から適切とはいえない。 

 平成２０年１月１

７日に、売上の実地

検査を実施し、Ａの

レジ記録、日報、月

報とワンダーサイト

への売上報告との照

合を行った。 

 今後は必要な都

度、売上検査を行っ

ていく。 

生活文化スポ

ーツ局 

（財団法人東

京都歴史文化

財団） 

 債務負担に

係る事務処理

を適正に行う

べきもの 

財団は、平成１８年１月１１日から平成

１９年３月３１日までを契約期間として、

「東京都歴史文化財団事業計画及び事業実

施等に関するアドバイス業務委託」契約を

締結している。 

 ところで、財団の会計年度は、毎年４月

１日から翌年３月３１日までであり、２つ

の会計年度にわたる場合は、予算として債

務負担額を定めることと財務規程で定めて

いるが、財団は平成１７年度の予算におい

て、債務負担額を計上しないまま、当該契

約を締結しており、適正でない。 

 今後は、公益法人

会計基準や財務規程

を遵守し、適正に事

務処理を行う。 

都市整備局 

（瑞穂町殿ヶ

谷土地区画整

理組合） 

 移転補償の

算定を適正に

行うべきもの 

 土地区画整理事業に伴う建物の移転補償

の算定に際しては、基準に定められた加算

値及び係数等を使用することになってい

る。 

 しかし、平成１７年度における移転補償

の支払いについて、加算値の誤りや、引越

あいさつ費など加算すべきでない費用を含

めた積算の誤り、消費税計算の際の算定漏

れなどにより、過大な算定がされていた。 

 

 過大に交付した補

助金については、平

成２０年１月２２日

に違約加算金を含め

７万８，３０２円を

返還させた。 

 また、組合に対し

て移転補償の適正な

算定を行うように指

導した。 

都市整備局 

（首都高速道

路株式会社） 

 費用負担の

算定を適正に

行うととも

に、チェック

体制の強化を

図るべきもの 

 首都高速中央環状新宿線の建設工事の影

響により発生した井戸枯れに対し、会社は

上水道給水設備新設工事費及び今後３０年

間の上下水道料金等を費用負担している。 

 しかし、井戸枯れが生じた相手方は従前

より、井戸水の使用による下水道料金の支

払いをしているため、新たに発生する維持

管理費用として下水道料金分を負担してい

ることは適正でない。 

 平成２０年１月１

７日の経営会議にお

いて報告すると共

に、従来からの個別

の審査に加え、集中

審査を実施するな

ど、より一層の審査

体制の強化を図っ

た。 
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

都市整備局

（首都高速道

路株式会社） 

 鋼橋脚架設

工の積算を適

正に行うべき

もの 

橋脚工事における、鋼橋脚架設工の設計

変更について、以下の問題点が見受けられ

た。 

①夜間施工のトラッククレーン賃料は、会

社基準によると、昼間の賃料に夜間割増補

正１．３を乗じて算出することとなってい

るが、１．５を乗じて算出している。 

②橋脚とアンカーボルトの固定に使用する

無収縮モルタル材料費は、数量を誤って二

重に計上している。 

このため、合わせて積算額約９７３万円

が過大なものとなっている。 

 平成１９年１１月

１５日付けの契約変

更により、減額是正

を行った。 

 積算ミス再発防止

を図るため、新たに

「監査指摘事項事例

集」を作成し、積算

時の観察眼・注意力

の向上に努めるとと

もに、積算チェック

等に活用していくこ

とを、積算及び審査

担当者へ周知した。 

都市整備局

（首都高速道

路株式会社） 

 土砂運搬工

の単価設定を

適正に行うべ

きもの 

富ヶ谷出入口トンネル工事は、神山町

代々木シールドトンネルを地上より開削

し、富ヶ谷出入口を構築するものである。 

  掘削工の積算について見ると、土砂運搬

の単価を昼夜間連続（２４時間）のダンプ

トラック運転費より設定しているが、その

際の運搬に必要な日数は、ダンプトラック

を８時間運転するものとし算出している。 

  昼夜間連続（２４時間）のダンプトラッ

ク運転費を用いるのであれば、運搬に必要

な日数は、８時間運転とするのではなく、

昼夜間連続（２４時間）運転として算出す

るべきであり、積算額約１，４２８万円が

過大なものとなっている。 

平成２０年２月１

４日付け契約変更に

より、減額是正を行

った。 

 積算ミス再発防止

を図るため、新たに

「監査指摘事項事例

集」を作成し、積算

時の観察眼・注意力

の向上に努めるとと

もに、積算チェック

等に活用していくこ

とを、積算及び審査

担当者へ周知した。 

都市整備局

（首都高速道

路株式会社） 

 ＲＣ橋脚鋼

板巻立て補強

工の積算を適

正に行うべき

もの 

床組構造改築工事は、首都高速中央環状

線「かつしかハープ橋」の耐震補強のため

行うものである。 

ＲＣ橋脚補強工事について、橋脚下部の

コンクリート削孔工や鋼板アンカー取付工

等は全て水中施工として積算しているが、

（社団）日本港湾協会の基準を準用すると、

工事期間中の最高水位と最低水位の平均水

位が水中施工と陸上施工の境界になり、全

てを水中施工とすることは適正でない。 

また、アンカーボルト類の数量及び種類

についても誤りがあり、合計で積算額約２，

３７１万円が過大なものとなっている。 

再発防止に向け、

水中施工が含まれる

工事の積算を行なう

場合に、(社)日本港

湾協会の積算基準を

参考にして、気中施

工と水中施工の範囲

設定を適正に行うよ

う指示した。 
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

福祉保健局 

（医療法人社

団円祐会） 

 補助金の交

付決定を取り

消すべきもの 

 法人に対する補助金のうち、施設借上げ

経費の交付状況について見たところ、法人

は、法人代表者の署名、押印が無い「貸室

賃貸借契約書」を局に提出し、補助金の交

付申請を行っている。    

一方、法人は、当該施設の賃貸人と、貸

借人である法人の理事長が同一であり、利

益相反行為（医療法第６８条、民法第５７

条）に当たることから、法人が申請し、知

事が選任した特別代理人を賃借人として、

平成１７年６月からの貸室賃貸借契約書を

別途作成している。 

しかし、局は、法人から特別代理人の選

任申請を受理し、選任を決定しておきなが

ら、申請時契約書に基づいて、施設借上げ

経費に係る補助金の交付決定を行っている

ことは、適正でない。 

 補助金１３９万

６，０００円の返還

（平成２０年２月２

５日）及び違約加算

金４０万９，５８６

円の返還（平成２０

年３月５日）を受け

た。 

 平成２０年２月２

２日、当該事業者に

対し、今後の補助金

交付事務に係る必要

書類の適切な処理等

について指導を実施

した。 

  

福祉保健局 

（財団法人聖

路加国際病

院） 

 経費の算定

を適正に行う

べきもの 

福祉保健局は、病院が設置している救命

救急センターの事業の運営に要する費用に

対して補助金を交付している。 

病院は、運営費に係る補助金の申請に当

たり、施設整備に係る補助金によって整備

した、固定資産に係る減価償却費を対象経

費に含めて計上している。 

しかし、補助金によって整備した固定資

産に係る減価償却費を、運営費補助の対象

に含めていることは適正でない。 

 補助対象経費の算

出を平成２０年３月

１４日付けで適正に

行うとともに、今後

は実績報告書に減価

償却費の算出根拠を

添付することを法人

へ通知した。 

福祉保健局 

(社会福祉法

人たま紫水

会） 

 補助金の執

行に当たり審

査を適正に行

うとともに、

過大に加算し

た補助金の返

還を求めるべ

きもの 

局は、特別養護老人ホームの運営等に要

する費用の一部として、平成１１年度以前

に採用したあん摩マッサージ指圧師を継

続して雇用することを条件に補助してい

る。 

 ところで、法人の運営する２施設のあん

摩マッサージ指圧師は、どちらも平成１２

年以降の採用であり、補助金４２９万２，

０００円が過大に交付されている。 

平成２０年１月２

５日に法人より、過

年度に遡り７８４万

４，０００円の超過

交付額の返還を受け

た。 

また、当該補助金

の交付対象である全

８１施設に対し、交

付要件の再周知とと

もに調査を実施した

ところ、９施設にお

いて過大交付が判明

したため、現在、補

助金６，７６０万９，

０００円の返還手続

きを行っている。 



 - 26 - 

 

対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

福祉保健局 

（社会福祉法

人黎明会） 

 補助金の返

還を求めるべ

きもの 

法人は、「東京都民間社会福祉施設サービ

ス推進費補助金交付要綱（保護施設）」に基

づき、都から補助金の交付を受けている。 

 この補助金に係る申請書について見たと

ころ、平成１９年２月と平成１９年３月の

入所者数に、補助金の加算対象外である平

成１８年１１月の退所者を含めて申請した

ため、補助金４万５，０００円が過大に交

付されている。 

 

過大に交付した補

助金については、平

成２０年１月３１日

に全額返還させた。 

 

福祉保健局 

（社会福祉法

人二葉保育

園） 

 補助金の返

還を求めるべ

きもの 

法人は、保育所の運営等に要する費用の

一部について都から補助金の交付を受けて

いる。 

この補助金交付状況について見たとこ

ろ、補助金対象事業の要件を満たしていな

いにもかかわらず、誤って実績報告を提出

したため、３１万９，０００円が過大に交

付されている。 

 

過大に交付した補

助金については、平

成２０年１月３１日

に返還させた。 

各保育園に対し、

誤認の無いよう注意

喚起する通知文を送

付した。 

  

福祉保健局 

（社会福祉法

人慈光会） 

 補助金の返

還を求めるべ

きもの 

法人は、保育所の運営等に要する費用の

一部について都から補助金の交付を受けて

いる。 

この補助金交付状況について見たとこ

ろ、補助金対象である利用児童数を誤って

実績報告を提出したため、１１万５，００

０円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補

助金については、平

成２０年２月８日に

返還させた。 

各保育園に対し、

誤認の無いよう注意

喚起する通知文を送

付した。 

  

福祉保健局 

（社会福祉法

人青梅みどり

福祉会） 

 補助金の返

還を求めるべ

きもの 

法人は、保育所の運営等に要する費用の

一部について都から補助金の交付を受けて

いる。 

この補助金交付状況について見たとこ

ろ、補助金対象である事業への参加人数に

ついて、誤って実績報告を提出したため、

２４万円が過大に交付されている。 

 

過大に交付した補

助金については、平

成２０年１月３１日

に返還させた。 

各保育園に対し、

誤認の無いよう注意

喚起する通知文を送

付した。 
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

福祉保健局 

（社会福祉法

人厚生館） 

 補助金の返

還を求めるべ

きもの 

法人は、母子生活支援施設の運営等に要

する費用の一部について都から補助金の交

付を受けている。 

この補助金交付状況について見たとこ

ろ、加算対象となる児童の数を誤って実績

報告を提出したため、６万４，０００円が

過大に交付されている。 

 

 過大に交付した補

助金については、平

成２０年３月１１日

に返還させた。 

 再発防止に向け、

補助金対象の全法人

に対し、「各月別利

用者名簿」の提出を

求め、加算対象者の

当該初日在籍を確認

のうえ適正に申請す

るよう指導した。 

  

福祉保健局 

（財団法人東

京都医学研究

機構） 

 ケージ等の

購入を競争契

約とすべきも

の 

マウスなどの飼育かご等の購入契約につ

いて見たところ、規格を統一する必要から、

特定のメーカー製品を指定し、メーカーで

あるＢを特命し、購入契約を締結している。 

しかし、製品がメーカー直販でない限り、

製品を取り扱う業者間の競争が可能である

ことから、メーカーを相手方として特命随

意契約を締結していることは適切でない。 

 平成１９年１２月

から、競争契約によ

り契約を締結してい

る。 

福祉保健局 

（財団法人東

京都医学研究

機構） 

 退職金に係

る会計処理及

び補助金の算

定を適正に行

うべきもの 

法人の退職給与引当金の算定について見

たところ、算定基準時を錯誤し、当年度末

ではなく翌年度末の要支給額に基づいて計

上したことから、平成１７年度に４１７万

円、平成１８年度に４７１万円過大に計上

している。 

この結果、平成１７年度に４１７万円、

平成１８年度に５４万円の補助金が過大に

交付されている。 

 

 過大に交付した補

助金については、平

成２０年２月８日に

返還させた。 

 補助金の算定につ

いては、今年度から

適正に行い、当該算

定に基づく補助金を

交付している。 

病院経営本部 

（財団法人東

京都保健医療

公社） 

 院内保育委

託の契約方法

を競争契約に

見直すべきも

の 

多摩北部医療センターでは、院内保育を

委託契約により行っているが、平成９年度

から長年にわたり同一業者と特命随意契約

を継続している。 

 院内保育は、受託できる事業者が複数存

在していることから、契約の公正性、経済

性の観点から特命随意契約とすることは適

切でない。 

 平成２０年度から

競争により契約を締

結している。 
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

病院経営本部 

（財団法人東

京都保健医療

公社） 

 ペースメー

カー購入の契

約方法を競争

契約に見直す

べきもの 

大久保病院及び荏原病院では、院内の医

師等によって構成される「医療機器施設整

備物流委員会」において心臓ペースメーカ

ーの指定を行い、購入している。 

病院は、指定ペースメーカーの購入にあ

たり、製造会社の代理店と特命随意契約と

しているが、指定ペースメーカーを販売す

る業者は他にも複数存在しているため、特

命随意契約とするのは適切でない。 

 

大久保病院では、

平成２０年度契約よ

り競争契約にした。 

 荏原病院について

は、平成２０年度よ

り材料調達代行業務

及び物流管理業務を

委託することとし、

委託業者がペースメ

ーカーを購入する

が、当該委託業者に

ついて、院内の業者

選定委員会の審議に

おいて、企画提案方

式により決定した。 

病院経営本部 

（財団法人東

京都保健医療

公社） 

 歯科技工委

託の契約方法

を競争契約に

すべきもの 

歯科技工委託契約について、多摩南部地

域病院及び大久保病院は特命随意契約によ

り契約しているが、受託できる業者は複数

存在し、実際に他の病院においては競争に

より行っていることから、特命随意契約と

することは適切でない。 

 

平成２０年度から

競争契約により契約

を締結している。 

 

病院経営本部 

（財団法人東

京都保健医療

公社） 

 工事の契約

方法を競争契

約に見直すべ

きもの 

荏原病院では、地域医療連携室等整備工

事を、Ｍと特命随意契約で行っているが、

その特命理由を、 

①平成１７年度末に病院経営本部が行っ

た工事の引き続きで既存施工状況を熟知し

ていること 

②患者及び職員の安全確保のため、綿密

な工事計画と細心な注意が必要なことか

ら、病院改修工事の経験が必要であること 

などとしているが、特命随意契約する根拠

とは認めらない。 

 

平成２０年２月２

７日に開催した用度

係長会において、こ

のような工事契約に

おいても原則競争入

札することとし、安

易に特命随意契約を

行うことのないよう

周知徹底した。 

病院経営本部 

（財団法人東

京都保健医療

公社） 

 カーテン賃

貸借の契約方

法を競争契約

に見直すべき

もの 

多摩南部地域病院では、平成６年度の開

院当初から、カーテンの賃貸借をＮと特命

随意契約で行っているが、既に１２年以上

の期間が経過し、その間、カーテンの耐用

年数も過ぎ、取替えも行われているなど、

特命随意契約とする妥当な期間（通常５年

間）を大幅に超過し契約を継続しているこ

とは適切でない。 

 平成２０年度から

競争契約により契約

を締結している。  
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

病院経営本部 

（財団法人東

京都保健医療

公社） 

 警備委託契

約に係る仕様

書の作成及び

履行の確認を

適切に行うべ

きもの 

多摩北部医療センターの警備業務委託に

ついて、以下のような問題点が認められた。 

①夜間の建物内巡回については、巡回時

計により記録を３回行うべきところ、２回

しか行っていなかった。 

②職員住宅巡回については、巡回時刻が

定められているにもかかわらず、巡回時刻

の記録がされていない。 

③駐車管理については、その実施記録が

なく、履行確認が不十分である。 

平成２０年３月か

ら、警備日誌につい

て職員住宅巡回記録

欄及び駐車管理（車

の誘導等）の実施記

録欄を警備日誌に設

けた。 

今後は警備日誌等

のチェックを十分に

行い、履行確認を徹

底していく。 

病院経営本部 

（財団法人東

京都保健医療

公社） 

 少額の随意

契約に係る決

裁手続を適切

に行うべきも

の 

予定価格が一定金額以下である少額の随

意契約においても、契約に当たっては、事

前に仕様、予定価格、見積り業者の選定に

ついて決定権者による決裁を行う必要があ

る。 

しかし、多摩北部医療センターでは、そ

の決裁がされないまま、契約事務担当者の

みの判断により見積の採用が決定されてい

る事例が見受けられた。 

 平成２０年２月２

７日に開催した用度

係長会において、少

額の随意契約につい

ても事前に決定権者

の決裁を受けるな

ど、適正な手続きを

行うよう周知徹底し

た。 

病院経営本部 

（財団法人東

京都保健医療

公社） 

 固定資産の

計上を適正に

行うべきもの 

荏原病院は、院内ＰＨＳ機能を有する電

話交換機を新たに設置している。 

ところで、新たな電話交換機の設置につ

いては、備品購入費（固定資産）で支出す

べきであったにもかかわらず、修繕費（費

用）で支出しており、固定資産として計上

していない。 

平成２０年２月２

８日に過年度損益修

正を行い、固定資産

台帳に登録した。 

 平成２０年２月２

７日に開催した用度

係長会において、支

出科目の適正化、固

定資産の登録等区分

の取扱いや会計処理

が不明な場合は、公

社事務局経理、契約

管財係へ問い合わせ

るよう周知徹底し

た。 

病院経営本部 

（財団法人東

京都保健医療

公社） 

 絵画に係る

会計処理を適

切に行うべき

もの 

大久保病院、多摩北部医療センター及び

荏原病院では、都立病院時代に購入した絵

画を引き継ぎ、固定資産として管理してい

る。 

ところで、絵画は非償却性資産であり、

減価償却の対象となるものではないにもか

かわらず、公社では減価償却を行ったため、

固定資産が、平成１７年度に５６７万円、

平成１８年度に６５４万７，５００円過少

に評価されている。 

 

 平成２０年２月２

９日に過年度損益修

正を行い、固定資産

台帳に登録した。 
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対象局 

（団体） 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

下水道局 

（東京下水道

エネルギー株

式会社） 

 土地使用料

等の支払に係

る消費税の取

扱いを適正に

行うべきもの 

会社は導管等の敷設のため、下水道局に

土地使用料、建設局等に道路占用料を支払

っている。 

この支払いに係る消費税について見る

と、非課税とすべきところ課税仕入れとし

て取り扱い、仮払い消費税額を控除して計

算したため、消費税及び地方消費税の納付

額が平成１７年度は約１８万円、平成１８

年度は約９万円過少となっており適正でな

い。 

 

 平成２０年２月７

日に麹町税務署に修

正申告書を提出し、

平成１６年度から平

成１８年度までの過

少納付分を納付し

た。 

教育庁 

（社団法人東

京のあすを創

る協会） 

 活動費に係

る精算手続き

を適正に行う

べきもの 

 教育庁は、協会に対し活動費等の補助金

を交付し、協会はこの補助金をもとに、生

活学校及び生活会議などの実践団体に対し

活動費を支給しているが、精算に際しては、

協会の会費や災害保険料の支出等について

は実践団体の自主財源で賄うべきであると

している。 

 ところで、活動費の精算状況について見

たところ、活動費に協会の会費を含めてい

る、保険の支出を含めている等、適正でな

い事例が認められた。 

 

 協会は、活動報告

書等の精算に関する

書類を確認する際

に、新たにチェック

リストを活用するな

ど、活動費の精算を

適正に行っていく。 

 庁は協会に対し、

定期検査を行うな

ど、指導の強化を図

っていく。 

教育庁 

（社団法人東

京のあすを創

る協会） 

 要綱の見直

しについて検

討すべきもの 

庁は、協会に対し補助金を交付している

が、その要綱を見たところ、協会の事業計

画及び事業執行状況に応じて、年４回の分

割概算払により交付することとしている

が、四半期ごとの執行状況の提出に関する

定めが設けられていないこと、また、庁も

協会に対して、執行状況の提出を求めてい

ないことが認められた。 

 平成２０年３月

に、平成２０年度の

要綱を制定し、四半

期ごとに執行状況を

提出させる条項を設

けることとした。 
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〔平成１９年各会計定例監査〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
主税局  業務委託契

約に係る仕様

書の作成を適

正に行うべき

もの 

 徴収部における収納事務の業務委託契約

おいて、事務処理の条件として、窓口事務

従事者に所要人数を指定している。 

 しかし、仕様書の作成に当たり、委託者

が所要人員を指定することは、職業安定法

に抵触することから、財務局経理部長通知

では、契約書に添付する内訳書等には、人

数及び一人当たりの単価を表示しないこと

とされており、適正でない。 

 平成２０年度契約

において、事務処理

の条件として、窓口

事務従事者に所要人

数を指定しないこと

とし、仕様書作成の

適正化を図った。 

生活文化スポ

ーツ局 

 図書資料室

の夜間・休日

サービスの改

善について検

討すべきもの 

 消費生活総合センターは、図書資料室に

ついて、平日昼間に来所が困難な勤労者・

学生などの利用拡大を図るため、「平成１８

年度東京都消費生活総合センター夜間・休

日利用者サービス業務委託」契約をＣと締

結し、図書の閲覧、貸出を行っている。 

 ところで、夜間・休日サービスについて

は、平日に来庁できない利用者に配慮し開

設しているが、利用者数は年々減少してお

り、利用者の増加に結びつくような取り組

みが十分とはいえない。 

 関連団体との懇談

会において、図書資

料室の利用促進を呼

びかけるとともに、

時宜に即した図書の

充実を図るなど、資

料室の魅力向上に努

めた。 

 平成２０年１月末

現在における図書資

料室の利用率、図書

の貸出冊数は、前年

同時期に比べ増加し

ている。 

 

都市整備局  調定更正を

適正に行うべ

きもの 

 都営住宅経営部は、毎月、住宅管理総合

システムから、都営住宅使用料及び共益費

の合計を出力し、これに基づいて収入額を

調定すると同時に、当該月以前の調定額を

更正している。 

 調定は、収入すべきものについて、相手

方、金額、原因などを調査し、決定するこ

とであるから、既に調定した金額を更正す

る場合も、相手方、更正の原因、更正後の

金額を調査して、決定しなければならない。 

 しかし、部は、更正の内訳及び更正理由

を調査せずに調定金額として更正を決定し

ており、適正でない。 

 平成１９年１０月

調定より、変更内訳

書を添付し、更正内

訳や更正理由を確認

することとした。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
都市整備局  経営的視点

から建て替え

計画を定める

べきもの 

 都営住宅経営部は、都営住宅の建て替え

事業の実施に伴い、従来よりも高層の建物

に建て替え、土地の利用効率を向上するこ

とで、余剰地を創出しているが、建て替え

にかかる基本計画策定時に、余剰地の活用

可能性及び活用方法を検討していないた

め、平成１８年４月１日現在１１２か所、

約５６．３ｈａが未利用となっている。 

 また、これまで、建て替え計画の策定に

あたり、建て替えにかかる建築費、建て替

え後の住宅使用料、国庫負担金など、建て

替えを行う団地建物にかかる直接収支のみ

を試算しており、余剰地の創出と活用にか

かる収支（高層化による費用増、余剰地の

活用による収入など）、建て替えに付随する

費用（旧団地建物の除却損、住民の仮移転

等による逸失利益など）を検討していない。 

 余剰地の創出に係

る収支、建て替えに

付随する費用等につ

いて検討対象とする

ため、建替団地の収

支予測の書式に、必

要な項目を追加し

た。 

 また、この収支予

測を付議資料とし、

平成２０年２月８日

開催の都営住宅建替

事業等選定協議会に

おいて建て替え選定

を行っている。 

都市整備局 住宅建築に

係る申請事務

を適正に行う

べきもの 

 

 高井戸西一丁目団地の建替建設におい

て、建築基準法第８６条に基づく認定申請

をしたが、都市計画決定に適合しない内容

の申請をしたため、認定許可が受けられな

かった。 

 これにより、認定申請と並行して行った、

都営住宅建設の工事請負契約について、約

６か月工事が中止し、その後、契約業者か

ら建設物価の急騰、また工事着手可能日ま

での期間が工期の１/２を越えているなど

の理由により、契約解除の申し出がなされ、

協議解除を行っている。 

 都市計画決定の基準内容で認定申請をし

ていれば当初の予定どおりの認定許可がな

され、契約解除に至らなかったものである。 

 申請については、

進捗状況を工事進行

管理表に記載し、ス

ケジュール管理を徹

底した。 

 また、進行管理・

係長会議の中で認定

申請について、進捗

状況及び特定行政庁

との事前協議内容の

報告を受け、問題把

握･解決の事前チェ

ックを行う。 

都市整備局  滞納者に対

する法的措置

を適切に行う

べきもの 

 都営住宅経営部は、都営住宅入居者が住

宅使用料を滞納した場合、その徴収事務を

指定管理者に行わせている。 

 指定管理者は、都が定める基準により、

督促、催告などを行っても納入しない滞納

者の中から、法的措置を行うべき者を選定

し、都に報告することとなっている。 

 法的措置の対象者の選定結果を見ると、

３か月以上の家賃滞納者であっても、法的

措置対象者として選定されていないものが

あるなど、同一の取扱いがなされていない。 

 

 平成１９年９月１

８日に選定方針を明

文化し、指定管理者

へ通知した。その後、

選定方針に基づいて

選定された滞納者に

対して法的措置を行

った。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
都市整備局  滞納による

法的措置選定

者の措置を適

切に管理すべ

きもの 

 都営住宅経営部は、平成１８年度におい

て、１，７１４人を法的措置の対象として

選定し、平成１７年度以前の選定分を含め、

１，６９２人については完納等による選定

除外、和解、訴訟提起を行ったとしている。 

 法的措置にかかる事務管理を見たとこ

ろ、部は、法的措置の対象として選定した

者について一覧表を作成して進行管理を行

っていないため、選定者のすべてについて

適正な措置を講じているか確認していな

い。 

 平成１９年１０月

から毎月法的措置選

定者の措置状況の一

覧を作成し、措置の

進行管理を行うこと

とした。 

環境局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

 都市地球環境部が締結しているリース契

約の積算内訳を見たところ、以下のとおり

不適切な事例が認められた。 

（１）都市地球環境システム機器等のリー

ス契約の積算内訳を見たところ、本来

リース物件価格に含めるべきでない回

線使用料、データベース保管料及び保

守料を含めてリース料率を乗じて月額

リース料を算出していた。 

 このため、リース期間全体で、積算

額約１１９万円（監査事務局試算）が

過大となっている。 

（２）電力使用量監視システムのリース契

約の積算内訳についても、リース物件

価格に本来含めるべきでない通信費及

びサーバ利用料を含めた上で、さらに、

１か月分の月額リース料を加算して総

リース料を算出するなど誤った積算を

していることが認められた。 

 このため、リース期間全体で、積算

額約１１０万円（監査事務局試算）が

過大となっている。 

 （１）については、

平成２０年４月１日

からの契約内容の見

直しを図った。 

 なお（２）につい

ては、平成１９年度

をもってリースを終

了し、再リース又は

新規の契約は行わな

い。 

環境局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

自然環境部は、地図情報システム機器の

リース契約を締結しているが、積算内訳を

見たところ、保守料の積算において、保守

対象外の経費である環境設定等の初期導入

費を含めて算出していることが認められ

た。 

 このため、リース期間全体で、積算額約

２万円(監査事務局試算)が過大となってい

る。 

 平成２０年４月１

日からの新規リース

契約の積算にあたっ

ては、保守に必要な

本体価格で保守料の

算出を行った。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
福祉保健局  受託業務に

係る請求事務

を速やかに行

うべきもの 

老人医療センターは、財団法人ＣからＭ

ＲＩ検査（撮影）を、受託している。 

ところで、受託料の請求状況について見

たところ、ＭＲＩ撮影日に財団の成果品検

査に合格し、徴収すべき歳入の金額が確定

しているにもかかわらず、直ちに当該歳入

について調定を行わず、相当期間経過後に

まとめて調定を行っている。 

 

 院内への周知徹底

を図るため、平成１

９年９月２５日の幹

部会において、指摘

内容及び改善策につ

いて報告を行った。

 現在は適正な執行

を行っている。 

福祉保健局  診療報酬の

請求等を適切

に行うべきも

の 

高齢社会対策部は、旧多摩老人医療セン

ターにおいて平成１６年度末までに発生し

たレセプトにかかる請求事務及び基金等か

らの支払金の歳入事務を行っているが、以

下のとおり、適切でない事例が認められた。 

ア 請求事務について 

（ア）未請求レセプトに係る債権額の全て

が請求されているかどうか確認してい

ない。 

（イ）返戻、差戻しレセプトについて、再

請求状況及び収入状況を把握していな

い。 

（ウ）査定減されたレセプトについて、 

①平成１７年５月までは再審査請求を

行ったが、審査の結果及び再審査請

求状況を把握していない。 

②平成１７年６月以降は、再審査請求

をしていないが、それに必要な意思

決定を行っていない。 

この結果、監査日（平成１９．６．１８）

現在、センターのレセプトに係る債権額が

確認できない。 

イ 歳入事務について 

本来、診療報酬は、請求時に債権額を

確定した上で事前調定し、請求したレセ

プトに対する査定や返戻等による減額が

あった場合は事前調定金額の更正等を行

うべきであるが、以下のとおり適切でな

い事例が認められた。 

（ア）事前調定の手続きを行わず、入金時

に特例（事後）調定を行っている。 

（イ）基金等からの支払金額の精査を行っ

ていない。 

 

 未請求レセプトが

全件請求済みである

こと、返戻等レセプ

トが全件処理済みで

あることを確認し

た。 

 また、査定減され

たレセプトの再審査

請求についても、再

審査請求状況を把握

し、適切な事務処理

を行った。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
福祉保健局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

 保健政策部における保健所業務運営シス

テムに係る機器の賃借契約について見たと

ころ、保守料の積算において、通常保守を

必要としないラック及びケーブルをリース

物件価格に含めて算出しており、積算が過

大となっている。 

 

 機器更新（平成２

０年２月）に伴う新

規契約において、ラ

ック本体やケーブル

（簡易なもの）部分

については保守の対

象外とした。 

福祉保健局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

 健康安全室におけるリース契約について

見たところ、次のような事実が認められた。 

① 契約では、積算の算定根拠が月額リー

ス料の参考見積もりのみとなっており、リ

ース物件価格等に基づき妥当であるかの検

証が行われていない。 

② 契約では、保守料の積算において、特

段の理由もなく都における参考値を大幅に

上回る保守料率で算出しており、リース期

間全体で、合わせて積算額約２１５万円（監

査事務局試算）が過大となっている。 

③ 契約では、リース期間が５年間である

にもかかわらず、３年間の場合の標準的な

リース料率を適用して積算したため、リー

ス期間全体で、積算額約４８万円（監査事

務局試算）が過大となっている。 

 平成１９年１１月

３０日開催の準備契

約事務説明会に合わ

せて当室全課・全事

業所の担当者を集

め、指摘内容・改善

対応を周知徹底し

た。 

 また、平成２０年

度契約において、適

切な積算を実施し

た。 

 

福祉保健局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

 心身障害者福祉センターにおけるリース

契約について見たところ、次のような事実

が認められた。 

① 給茶機のリース契約では、積算の算定

根拠が月額リース料の参考見積もりのみと

なっており、リース物件価格等に基づき妥

当であるかの検証が行われていない。 

② 視覚障害判定用パーソナルコンピュー

タのリース契約では、特段の理由もなく、

都における参考値を大幅に上回る保守料率

で算出しており、リース期間全体で、合わ

せて積算額約２１５万円（監査事務局試算）

が過大となっている。 

 平成２０年度契約

において、適正な積

算を実施し、改善し

た。 

 

福祉保健局  再リース契

約に係る積算

を適切に行う

べきもの 

少子社会対策部は、パーソナルコンピュ

ータ及びプリンター各１台について、平成

１８年度に再リース契約を締結している。 

再リース契約のリース物件価格について

は、当初契約時の１０分の１程度に減額さ

れるのが通例であるが、この契約について

見ると、当初リース料に占める物件価格を

考慮することなく予定価格を決定したこと

から、当初契約の４０％を超える額で契約

しており、適切でない。 

 平成２０年度契約

において、適切な内

容とした。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
福祉保健局  身体障害者

更生施設の利

用率を向上さ

せ、待機解消

を図るべきも

の 

 心身障害者福祉センターは、身体の不自由

な者に対し、入所によるリハビリテーショ

ン施設として身体障害者更生施設を設けて

いる。 

 当該施設は、条例で定員を５０名と規定

しているが、平成１８年度の平均利用者数

は、２７．１人にとどまっている。また、

待機者は監査日（平成１９．６．１）現在

１６人となっているが、そのうち１３人は

入所可能である。 

 現に入所条件を満たしている待機者がい

るにもかかわらず、合理的な理由なく入所

希望者を待機させており、適切でない。 

 条例定員５０名の

入所を可能とするた

め、ハード・ソフト

両面の改善措置を行

ない、待機者数は減

少した。 

 

病院経営本部  特定保険医

療材料費の請

求を適切に行

うべきもの 

 広尾病院及び大塚病院における特定保険

医療材料を使用した手術等に係る診療報酬

の請求について見たところ、請求もれ等の

不適切な事務処理が認められた。 

 レセプトの返戻を

受け、再請求を行っ

た。 

病院経営本部  業務委託の

履行確認を適

正に行うべき

もの 

豊島病院における警備等の委託契約につ

いて、次のとおり問題点が認められた。 

① 仕様書では、巡回数を午前４回と定め

ているにもかかわらず午前３回の履行と

なっている。 

また、受託者が仕様書とは異なる警備

日誌を使用しており、病院では、年間を

通じ、仕様書と異なる時刻に実施した警

備報告の承認を行っている。 

② 仕様書で、貸与することになっている

巡回時計を貸与していないため、履行を

確認できない状態になっている。 

 

 巡回時計の設置が

完了し、適切な警備

を実施している。 

病院経営本部  歯科技工委

託及び口腔外

科技工委託の

積算単価につ

いて見直しを

行うべきもの 

豊島病院の歯科口腔外科では、歯科技工

委託及び口腔外科技工委託を締結してい

る。 

この２件の委託契約の内容は同様の歯科

技工であるにもかかわらず、同一である７

７品目のうち６１品目の積算単価に差異を

生じているが、合理的な理由が認められな

い。 

 平成２０年度より

２契約を合せ、１件

の契約とした。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
中央卸売市場  会計間で経

費に係る応分

の負担をすべ

きもの 

中央卸売市場では、食肉市場における会

計処理について、と場会計と市場会計に分

けて経理を行っているが、その経費負担に

ついて、次のような事例が認められた。 

ア と場会計は、食肉市場の市場センター

ビルにおいて、専らと場の業務に従事す

る職員に係る経費については負担してい

るが、当該職員が執務する事務室の施設

使用料や清掃費用等は負担していない。 

イ 市場は、と畜により排出される汚水を

処理する水処理センターを設置し、と場

会計が管理しているが、市場会計の施設

から排出される汚水が、全体の処理量の

約１２％を占めているにもかかわらず、

市場会計はその経費を負担していない。 

 

平成２０年度予算

において、次のよう

に計上し、会計間の

負担を是正した。 

アについては、事

務室賃料及び清掃委

託経費を、占有面積

按分により、と場会

計に計上した。 

イについては、汚

水量に応じた経費を

市場会計に計上し

た。 

  

交通局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

電車部におけるコンピュータのリース契

約について、積算の算定基礎が月額リース

料の参考見積もりのみとなっており、積算

額がリース物件価格等に基づき妥当である

かの検証が行われていない。 

 コンピュータのリ

ース契約について、

リース物件の取得価

格等に基づいた、契

約目途額の適切な設

定を行うよう文書で

周知した。 

 

交通局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

車両電気部における、図面文書管理シス

テム用ハードウェアのリース契約について

は、積算の算定根拠が月額リース料の参考

見積もりのみとなっており、積算額がリー

ス物件価格等に基づき妥当であるかの検証

が行われていない。 

 図面文書管理シス

テム用ハードウェア

のリース契約につい

て、リース物件の取

得価格等に基づき、

契約目途額を適切に

設定するよう文書で

周知した。 

 

交通局  材料費の積

算を適切に行

うべきもの 

 大島総合庁舎建物管理委託契約では、ビ

ル衛生管理業務の材料費を人件費の３０％

として積算しているが、根拠が明確なもの

となっていない。 

 平成２０年度契約

では、建築保全業務

積算基準及び維持保

全業務標準単価表に

基づき適切に積算を

行った。 

交通局  業務委託契

約に係る積算

を適正に行う

べきもの 

 交通局公有財産管理システム保守業務委

託契約の積算単価は、総務局行政改革推進

部が定めた基準に基づいて設定している。 

 しかし、この基準単価には、一般管理費

などの諸経費が含まれているにもかかわら

ず、諸経費４０万１，２００円を別途加算

しており適正でない。 

 平成２０年度の契

約では、諸経費を削

除し、契約の積算を

適正に行った。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
会計管理局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

 管理部が締結したリース契約において、

通常保守を必要としないケーブル等を含め

て保守料を算出しており、積算が過大とな

っている。 

平成２０年度契約

において契約仕様書

を見直した。 

同様の契約におけ

る適切な積算の徹底

及び再発防止のた

め、全リース契約９

件を点検し、積算及

び仕様書の内容が適

正であることを確認

した。 

水道局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

 多摩水道改革推進本部におけるパーソナ

ルコンピュータの賃貸借契約において、積

算の算定根拠が月額リース料の参考見積も

りのみとなっており、リース物件価格等に

基づき妥当であるかの検証が行われていな

い。 

 平成２０年度の契

約において、局で新

たに作成した「リー

ス経費に係る積算調

書の作成要領」に従

い、リース物件価格

等に基づいた積算を

行った。 

水道局  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

東部第二支所における保管倉庫賃貸借契

約のリース料の積算内訳は、倉庫リース料、

初期費用及び諸費用となっており、諸費用

は、倉庫リース料と初期費用の合計額の９．

７５％としている。 

 しかし、①倉庫リース料の部分の諸費用

については、すでに倉庫リース料に含まれ

ていること、②初期費用の部分の諸費用に

ついては、標準的なリース料率で試算する

と初期費用の６．５２％程度になると認め

られることから、倉庫リース料と初期費用

の合計額の９．７５％としていることには

理由がなく、リース期間全体で、積算額約

２９万円（監査事務局試算）が過大である。 

水道局内におい

て、リース契約の適

切な積算方法につい

て検討を行い、平成

１９年１１月２８日

「リース契約マニュ

アル」を完成させた。

 平成１９年１２月

１０日に、契約事務

担当者説明会を開催

し、マニュアルの各

部所への周知・徹底

を図った。 

水道局  文書交換業

務の実施方法

について 

 営業所が支所との間で行う文書交換業務

は、職員がタクシー又は局有車を利用して

行っているが、その費用について試算する

と、１０か月で約４，０２３万円となる。 

文書交換業務を配送事業者に委託したと

して試算すると、約１，７００万円となり、

半額以下の経費で行うことができる。 

 局内における文書

交換業務状況、民間

事業者によるルート

便制度等の調査及び

試算を行った上で、

より経済的な方法と

して、タクシーの利

用を廃止し、民間事

業者による巡回集配

を平成２０年４月１

日より導入した。 

 この結果、約１，

４１５万円の経費削

減となった。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
教育庁  リース契約

に係る積算を

適切に行うべ

きもの 

 学務部ほか６所におけるリース契約につ

いて見たところ、次のような適切でない事

例が認められた。 

ア 学務部ほか２所において、保守対象外

の経費であるサーバ導入設定、システム

研修等の初期導入経費をリース物件価格

に含めて保守料を算出している。 

イ 教職員研修センターほか３所におい

て、積算内訳がリース料及び保守料の月

額のみとなっており、リース物件価格、

リース料率に基づきリース料が妥当であ

るかの検証が行われておらず、また、保

守料についても積算根拠が不明なものと

なっている。 

 

 ＩＴ機器等のリー

スに係る必要経費積

算等の留意事項につ

いて、部内で情報の

共有化を図り、学校

経営支援センター及

び学校に対して平成

２０年１月２４日付

通知により周知し

た。 

 また、教職員研修

センターほか３所で

は、担当職員に対し

て、リース契約の適

切な積算を行うよう

周知徹底を図った。 

教育庁  リース契約

に係る事務指

導を適切に行

うべきもの 

 学務部は、平成１７年各会計定例監査の

指摘を踏まえ、集団学習装置のリース契約

を新規に締結する予定の学校に対して、望

ましい積算方法や積算内訳の添付等を通知

して指導するとともに、契約内容等につい

ても事前協議を行わせている。 

 学校が締結した契約について、その積算

内訳を見たところ、①保守対象外の経費を

含めて保守料を積算していること、②新規

リース契約の対象が指摘（平成１７年定例

監査）の対象となった集団学習装置とは異

なることから、部が通知を行わなかったた

め、積算内訳を作成しておらず、積算根拠

が不明となっているものが一部に認められ

た。 

 ＩＴ機器等のリー

スに係る必要経費積

算等の留意事項につ

いて、部内で情報の

共有化を図り、学校

経営支援センター及

び学校に対しては平

成２０年１月２４日

付通知により周知し

た。 

教育庁  システム保

守委託契約の

積算を適切に

行うべきもの 

 学務部は、ＩＴを活用した学習を推進す

るため、ｅ－ラーニングシステムを東京都

教職員研修センター及び砂川高等学校に導

入し、当該システムの保守について、委託

契約を締結している。 

 本契約では、ＯＳの更新作業も行うこと

としているが、これに係る経費の積算内訳

を見たところ、更新作業については、人件

費相当額（システムエンジニア単価）によ

り算出すべきであるにもかかわらず、ＯＳ

のライセンス購入単価により算出してい

る。 

 平成２０年度の当

該契約の積算に当た

り、「ＩＴ経費適正

化マニュアル」等を

参考に、適切な積算

を行った。 
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〔平成１８年度各会計歳入歳出決算審査〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
財務局  公有財産に

ついて 

＜土地＞ 

土地５，７６４．５２㎡（都市整備用地

の一部）が登載漏れとなっている。 

 平成１９年１２月

に公有財産異動通知

書を会計管理局長へ

提出し、適正に処理

した。 

都市整備局  公有財産に

ついて 

＜土地＞ 

 土地８，１３５．７８ｍ２ 

 （区移管された

都営住宅の敷地）が過大に登載されている。 

 平成１９年１２月

に公有財産異動通知

書を会計管理局長へ

提出し、適正に処理

した。 

都市整備局  債権につい

て 

貸付金４６７万８８２円（住宅資金貸付

金）が過大に計上されている。 

 平成１９年１０月

に債権増減異動通知

書を会計管理局長へ

提出し、適正に処理

した。 

都市整備局  都営住宅等

ストック総合

活用計画を見

直すべきもの 

 都市整備局は、「都営住宅等ストック総合

活用計画」で、平成１３年度から平成２２

年度までの間、毎年度３，０００戸の建替

えを実施するとしている。 

 また、住宅を耐用年限（７０年）まで利

用できるように、昭和４０年代に大量に建

設した住宅の建替需要を平準化するととも

に、居住性の向上と高齢者対応を行うこと

を目的として、スーパーリフォーム事業を

毎年度１，９００戸実施するとしている。 

 局は計画に基づき、平成１３年度以降年

間３，０００戸の建替えを実施してきてい

るが、現在の管理戸数について今後ともこ

の水準で建替えを進めていくと、耐用年限

である７０年を超えて使用する住宅が発生

する。 

 都営住宅の建替え

については、昭和４

０年代建設の住宅ま

で建替え対象を拡大

するとともに、総戸

数を抑制しながら、

年間建替戸数を４，

０００戸まで段階的

に増加させることと

し、合わせてスーパ

ーリフォーム事業に

ついては段階的に縮

小・廃止するよう見

直しを行った。 

福祉保健局  公有財産に

ついて 

＜建物＞ 

建物２４８．３４㎡（府中療育センター

病棟避難場所）が登載漏れとなっている。 

 平成１９年１２月

に公有財産異動通知

書を会計管理局長へ

提出し、適正に処理

した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
病院経営本部  敷金に係る

会計処理を適

正に行うべき

もの 

本部は、Ａより賃借した施設を財団法人

東京都保健医療公社に無償で貸付け、公社

は同所で大久保病院を運営している。 

Ａとの賃貸借契約で定めている敷金（１

９億２，９４０万９，０５０円）について、

本部は病院会計で負担しているが、公社が

運営する病院にかかる敷金を、都立病院の

収支を経理する病院会計で負担することは

適正でない。 

 敷金について、病
院会計から一般会計

への更正を行った。 

建設局  公有財産に

ついて 

＜土地＞ 

 土地２１８，６７２．１１㎡（街路事業用

地）が過大に登載されている。 

 平成１９年１２月

に公有財産異動通知

書を会計管理局長へ

提出し、適正に処理

した。 

港湾局  公有財産に

ついて 

＜土地＞ 

 土地６９，５５１．１４㎡（港湾施設用

地）が過大に登載されている。 

 平成１９年１２月

に公有財産異動通知

書を会計管理局長へ

提出し、適正に処理

した。 

教育庁  公有財産に

ついて 

＜土地＞ 

ア 土地７４．９４㎡（都立竹早高等学校

敷地の一部ほか１件）が過大に登載され

ている。 

 

 平成１９年１２月

に公有財産異動通知

書を会計管理局長へ

提出し、適正に処理

した。 

教育庁  公有財産に

ついて 

＜建物＞ 

ア 建物３，６８２．０６㎡（都立永福高

等学校校舎の一部ほか５件）が過大に登

載されている。 

 

 平成１９年１２月

に公有財産異動通知

書を会計管理局長へ

提出し、適正に処理

した。 

 

〔平成１８年度決算審査（公営企業各会計）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
交通局  前払消費税

の会計処理を

適正に行うべ

きもの 

平成１８年度東京都交通事業会計の貸借

対照表における前払金勘定２億８，９６０

万６３０円中に、決算手続により清算され

るため、計上されることのない前払消費税

１億８，４９２万２，２００円が計上され

ていることが認められた。 

 

 平成１９年７月２

日に、前払消費税か

ら未払消費税へ振替

処理を行った。 
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〔平成１８年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

(団体) 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
都市整備局 

（多摩都市モ

ノレール株式

会社） 

 会社の事業

運営について 
会社は、主に長期借入金により資金を調

達したことなどから支払利息の負担が大き

く、当期損失を計上し続け、平成１５年度

に当期未処理損失が資本金を上回り、債務

超過に陥っている。 

こうした厳しい経営状況を踏まえて、平

成１８年７月に発表された、平成１８年度

から平成２０年度までの中期経営計画によ

り、人員削減等による損益収支の改善に取

り組んでいるところである。 

しかしながら、事業により生み出される

内部留保資金を上回る長期借入金の返済が

続いており、近い将来、資金状況がひっ迫

する可能性が高い。 

平成２０年度に、

東京都からの追加出

資を受けるととも

に、沿線市及び金融

機関から借入金の返

済期間の延長等の支

援を受けることとな

った。 

福祉保健局 

（社会福祉法

人東京都社会

福祉事業団） 

 診療報酬の

請求に係る事

務処理手順を

適切に行うべ

きもの 

事業団は八王子福祉園ほか２施設におけ

る、健康保険に基づく診療報酬の徴収業務

を受託している。 

診療報酬の請求事務について見たとこ

ろ、園では、社会保険診療報酬支払基金等

から毎月のように査定減等により、請求額

が減額されているにもかかわらず、減額の

原因分析や、その後の処理経過に関する記

録が、一元管理されていない。このため、

再審査請求等の実態が確認できない状況で

あり適切ではない。 

また局は、事業団から提出される徴収報

告により、減額の状況を把握していながら、

事業団に対して、請求事務に関する具体的

な指導を行っていない。 

 事業団は診療報酬

請求事務処理手順を

作成し、事業団及び

園はその処理手順に

則って適切に処理し

ている。 

 局は、事業団及び

園が処理手順に則っ

て適切に処理してい

ることを確認した。 

港湾局 

（財団法人東

京港埠頭公

社） 

 施工状況を

適切に反映し

た敷網工の積

算について検

討すべきもの 

 平成１６年度新海面処分場埋立地及び中

央防波堤外側埋立地「その１」建設発生土

撒出作業は、建設発生土約１１９万ｍ３を埋

立てるものである。 

 敷網工の積算について見ると、１ｍ２当た

りの単価は、該当する積算歩掛がないこと

から、現地の状況を考慮して類似した工事

の歩掛を参考にすべて滞水した陸上作業を

条件として設定しているが、敷設場所は、

陸上や滞水した陸上及び水中である。 

 これらの施工では、敷設場所の施工条件

に応じて人員や使用機械を変えて作業して

おり、施工条件が異なる場合の単価設定は、

それぞれの状況に合わせた人員や使用機

械、作業能力を考慮して行うべきである。 

 平成１８年度及び

１９年度の敷網工の

調査結果に基づき、

敷網工の歩掛を取り

まとめた。 

 同歩掛を東京港埠

頭公社基準として、

平成２０年２月２５

日に決定し、平成２

０年度以降の設計に

適用していく。 
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〔平成１８年行政監査（病院における収入管理について）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
福祉保健局  情報システ

ムの運用基準

を定めるべき

もの 

 老人医療センターにおける医事会計シス

テムについて、局は、プログラムをテスト

環境から本番環境に移行する承認手続きに

係る運用基準を定めていない。 

プログラムをテス

ト環境から本番環境

に移行する承認手続

きに係る運用基準を

定め、これに基づき、

承認手続きを実施し

ている。 

福祉保健局  バックアッ

プ媒体を適切

に保管すべき

もの 

老人医療センター医事会計システムのサ

ーバについて見ると、サーバとバックアッ

プ媒体が同一建物内若しくは近距離の場所

にあるため、火災や地震などの広域災害が

発生した場合、両方とも破損などにより使

用不可能となりシステム復旧が不可能とな

る恐れがある。 

 

 平成１９年４月よ

り外部保管委託を実

施した。 

 院内保管分につい

て、現在はサーバ室

とは別の部屋の保管

庫に入れ施錠し、鍵

は医事課が管理して

いる。 

病院経営本部  収納業務日

報の記載事項

を定めるべき

もの 

収納業務日報には、現に収納した現金の

額のみが報告されているが、毎日の患者負

担金の請求状況、未収金発生状況は、経営

上重要な情報であり、これを適切に把握す

ることが重要である。 

 また、請求すべき患者負担金額、未納金

額は、収入業務日報によって毎日確認すべ

き事項であることから、病院が、患者負担

金の請求状況、未収金発生状況、収納現金

のあるべき金額を把握するよう、本部は、

収納業務日報に記載すべき標準的事項を定

める必要がある。 

 患者負担金の請求

状況、未収金発生状

況、収納現金を把握

できるよう標準的日

報及び収納金額確認

票を定め、平成１９

年１２月１１日付事

務連絡で、平成２０

年度から日々の収納

現金のあるべき金額

を確認するよう通知

した。 

病院経営本部  徴収事務が

効率的、効果

的なものとな

るよう適切な

指導等を行う

べきもの 

 病院における個人未収金の徴収事務につ

いて見たところ、適切でない徴収事務を行

っている事例が多数認められた。 

 また、徴収事務の手順についても、病院

ごとに異なる手続で行われているほか、適

切でない事例が認められた。 

 「医事業務マニュアルⅠ」では、回収可

能性により債権を分類することとしている

が、それぞれの区分に置いて分類内容が粗

いこと、具体的に実施すべき手続きが示さ

れていないことなど、債権回収努力を重点

化し、債権回収を行う点から不十分な内容

である。 

 平成１９年５月に

本部・都立病院、主

税局で情報を共有で

きる「未収金業務に

関する相談窓口デー

タベース」を設置し、

徴収ノウハウや事例

が蓄積できる態勢を

整えた。 

 また、未収金に係

るマニュアルを作成

し、データベースに

登載し各病院に周知

した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
病院経営本部  保留・返戻

レセプトの発

生予防及び早

期請求を行う

べきもの 

 病院では、各月の診療分の診療報酬は翌

月に請求することを原則としているが、何

らかの理由で請求できないで、保留レセプ

トとして管理している場合がある。 

 保留レセプトの中には、生活保護の医療

券が未着のため長期間にわたり請求できな

いままとなっているもの、医師のレセプト

審査未了などの事例が認められた。 

 

 保留レセプトにつ

いて、発生原因別の

対策を定め、平成２

０年３月２７日付

で、保留・返戻レセ

プトの発生予防及び

早期請求に取り組む

よう各病院に通知し

た。 

病院経営本部  再審査請求

のリスト管理

を行うべきも

の 

病院では、各病院における保険診療委員

会での再審査請求の是非の決定、社会保険

診療報酬支払基金等への再審査請求提出、

基金等からの再審査結果通知の有無につい

て、リストを作成して管理しているが、本

部は標準的な管理方法を定めていない。 

このため、大塚病院及び墨東病院では適

切なリスト管理を行っておらず、委員会の

決定内容について再審査請求の実施の有無

を確認できない状態となっている。 

 

 再審査請求管理表

を定め、その管理表

を活用し、再審査請

求の進行状況を確実

に把握するよう各病

院に通知した。 

病院経営本部  調定額を検

証し請求を的

確に管理すべ

きもの 

病院において、各月の調定金額から当該

月分の基金等へ請求した額を控除した額

が、保留の金額となるべきものであるが、

調定金額から請求金額を控除した額と保留

として管理されている額が相違している。 

病院は、この原因として、計算違いなど

が考えられるとしているが、検証を行って

いないため、相違の原因は不明のままとな

っている。 

このため、診療報酬の調定額が適正であ

るか、基金等への請求が的確に行われてい

るかを確認できないものとなっている。 

 

 

 レセプト情報を医

事会計システムと債

権管理システムとで

電子データで情報交

換することに改めた

ため、金額に相違が

生じないこととなっ

た。 

病院経営本部  基金等へ請

求する診療報

酬に係る管理

のあり方を見

直すべきもの 

本部では、基金等へ請求する診療報酬の

調定から請求、収入までの管理を行うため、

未収金整理簿（乙）及び（丙）による管理

を行っているが、次のような問題点が認め

られた。 

ａ 未収金整理簿（乙）における収入未済

額は、計算上の数値であって、実際の数

値とはなっていない。 

ｂ 請求未済額及び収入未済額は、最終的

にはゼロとなるべきだが、なっていない。 

ｃ 計算誤差の内容を把握していない。 

 

 未収金整理簿（乙）

の記帳方法及び関係

帳票とのチェック方

法等を整理し、平成

２０年３月２７日付

で各病院に運用方法

を通知した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
病院経営本部  部門システ

ムに係る管理

を行うべきも

の 

 部門業務のシステム化については、病院

の経営判断であるとして病院が独自に行う

こととなっているが、すべての病院におい

て、情報化計画を作成せず、情報システム

導入の方針が明らかでない。 

 このため、導入による経営上の効果につ

いても検証できない。 

平成１９年２月に

部門システム等の導

入及び更新計画の策

定を指導した。 

 平成１９年５月

に、病院のシステム

更新・導入に係る計

画の有無を調査し、

平成２０年２月にす

べての病院が計画を

策定した。 

病院経営本部  院内の部門

システムの状

況を把握し、

管理すべきも

の 

電子カルテシステムに接続していない部

門システムについて、病院は、自院におけ

るシステムの導入・稼働状況を把握してい

ない。 

 

 平成１９年５月に

状況を調査し、全て

の病院が自院の部門

システムの状況を把

握していることを確

認した。 

 また、情報セキュ

リティ対策の推進に

ついて、平成１９年

１１月に各病院に指

導した。 

病院経営本部  情報システ

ムの運用基準

を定めるべき

もの 

診療報酬改定に当たり、改定プログラム

を病院情報システムに導入する際に問題が

発生しているが、これは、本部がプログラ

ムをテスト環境から本番環境に移行する承

認手続などを定めておらず、システムの運

用管理の正確性、網羅性を確認するための

手続きが確立されていないためである。 

 

 委託先における管

理状況を把握するた

め、「システムメン

テナンス連絡票」を

作成し、コンピュー

タ処理の正確性、網

羅性を確かめる手続

きとした。 

 平成２０年２月か

ら運用を開始してい

る。 

病院経営本部  システム設

計書の最新版

を速やかに備

えるべきもの 

本部は、病院情報システムの新規開発、

改修を外部に委託して行っているが、新規

開発等が完了した後、システム設計書、テ

スト計画書を受託者から速やかに入手でき

ていない。 

 

 平成２０年度契約

より仕様書に「貸与

する本システムの設

計書については、月

次で修正版を最新版

と差し替えること。」

と記載し、適切に差

し替えていく。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
病院経営本部  バックアッ

プ媒体を適切

に保管すべき

もの 

病院の電子カルテシステムサーバについ

て見ると、サーバとバックアップ媒体が同

一建物内若しくは近距離の場所にあるた

め、火災や地震などの広域災害が発生した

場合、両方とも破損などにより使用不可能

となりシステム復旧が不可能となる恐れが

ある。 

また、病院における部門システムのサー

バについて見ると、バックアップ媒体をサ

ーバの付近に置いてあるなど、保管方法が

適切でないものが多い。 

 

各病院に対し、災

害時に情報資産を保

護するバックアップ

媒体の管理を、平成

１９年１１月８日付

通知で指導した。 

 バックアップ媒体

の遠隔地の保管につ

いては、平成１９年

９月より、区部と多

摩地区での分散保存

を実施している。 

病院経営本部  バックアッ

プを実施すべ

きもの 

 部門別サーバのデータのバックアップに

ついて見たところ、大塚病院を除き、他の

電子カルテシステム導入病院において、次

のとおり適正でない事例が見受けられた。 

（ア）放射線科の部門システムのうち、画

像サーバについては、そのデータのバック

アップを行っていない。 

（イ）検査科の部門システムのうち、生理・

病理のサーバについては、そのデータのバ

ックアップを行っていない。 

 平成１９年１１月

８日付で各病院に対

しバックアップの実

施を指導した。 

病院経営本部  システムに

関するアクセ

スログを調査

すべきもの 

都立病院情報システムセキュリティ対策

基準では、都立病院情報システムサーバへ

のアクセスログを取得し、定期的に不審な

アクセスの有無を調査することを規定して

いるが、病院では、定期的なアクセスログ

の調査を行っていない。 

 平成２０年３月に

各病院へアクセスロ

グ調査のマニュアル

を周知し、調査を実

施できる体制を整え

た。 

病院経営本部  サーバ管理

を適切に行う

べきもの 

セキュリティ対策基準では、「病院内の

セキュリティ管理者は、サーバ室及びオペ

レータ室への入退出者及び入退出時間を管

理するために記録簿を作成し管理する」と

規定されているが、大塚病院の検査科など

が管理する一部サーバを除き、施錠できる

サーバ室が設けられておらず、サーバ室へ

の入退出記録を行っていない。 

また、電子カルテシステム及びそのサブ

システムのサーバ室への入室はセキュリテ

ィ管理者に申請し許可された者のみに限定

されているが、入室許可取り消しに関する

手続きを規定しておらず、これまでに取り

消しを行っていない。 

平成１９年１１月

８日付で病院経営本

部情報セキュリティ

ー実施手順を制定

し、各病院に対し指

導した。 

 部門システムを含

めたサーバ室の一元

管理は、直ちに対応

することは困難であ

るが、施設の改築・

改修時に実現してい

く。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
病院経営本部  アクセス管

理を適正に行

うべきもの 

セキュリティ対策基準では、病院情報シ

ステムの利用者の責務として「離席時は、

不正に端末等を操作されないようにする」

と規定されているが、電子カルテシステム

以外の病院情報システムでは、利用者が離

席した際に不正操作等を防止できるよう措

置をしていない。 

また、債権管理システムにパスワードを

入力せずにシステムにアクセスできる状態

となっている。 

 

 パスワード付スク

リーンセーバの設定

について、平成２０

年３月２７日に各病

院に通知した。 

病院経営本部  委託職員の

アクセス権限

を適切に管理

すべきもの 

医事業務の実施に当たっては、医事会計

システムへの入力、電子カルテシステム内

の診療内容の参照が必要となるため、病院

では、医事業務の委託職員に各システムへ

のアクセス権限を与えている。収納業務に

ついても、委託職員に医事会計システムへ

の入力や帳票出力を行わせているため、ア

クセス権限を与えている。 

 しかしながら、病院では、委託職員の退

職・採用が頻繁にあるにもかかわらず、大

塚病院を除き、委託職員の電子カルテシス

テム及び医事会計システムへのアクセス権

限の停止を行っていない。 

 委託職員のアクセ

ス権限管理方法をと

りまとめ、平成２０

年３月２７日に各病

院に対して通知し

た。 

 

〔平成１８年行政監査（都の土地及び建物の管理について）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
生活文化スポ

ーツ局 

 施設の利用

向上策につい

て検討すべき

もの 

多摩消費生活センターでは、消費生活情

報の収集・提供、消費者教育、消費者活動

支援及び多摩地域市町村の消費生活センタ

ー等に対する支援を行っている。この事業

の実施に当たり、立川駅近傍の民間ビルの

一部を賃借（延床面積は８０２．５㎡、月

額賃料３１３万９，３７９円）し、図書展

示室、実験実習室、商品試験室として、都

民の利用に供している。 

ところで、当該施設の利用状況について

見てみたところ、有償で賃借しているにも

関らず、必ずしも有効に活用されていると

は言えない状況にある。 

 平成２０年３月に

立川市柴崎町２－１

５－１９（空いてい

た東京都の庁舎）へ

移転した。  

 庁舎の空き室を利

用することにより、

年間約３，７６７万

円の賃料削減となっ

た。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
病院経営本部  行政財産の

使用許可に係

る取扱いを適

正に行うべき

もの 

府中病院では、平成１１年１月からバス

会社Ａが路線バス５系統の構内への乗入れ

を開始しているが、これに伴いＡが設置し

たバス停留所２か所について、乗入れ開始

以後、監査日（平成１８．１０．３）現在

まで、病院はＡに対して行政財産の使用許

可を行っておらず、適正でない。 

 Ａに対し、平成１

９年１１月１日から

行政財産使用許可を

行なった。 

 また、経年分の使

用料相当額が納付さ

れた。 

病院経営本部  遊休施設に

係る処分方針

を策定すべき

もの 

本部は、墨田区東駒形一丁目所在の建物

のうち、４階部分を東京都職員駒形寮（２

８１．１４㎡）として区分所有しているが、

職員寮の廃止後、本部内での利活用予定は

なく、具体的な処分方針も策定されていな

い。 

 

豊島病院の保健医

療公社移管に伴い、

豊島病院地下倉庫で

格納している旧台東

病院の文書の保管庫

として活用すること

とした。 

港湾局  未処分地の

使用料につい

て、見直しを

行うべきもの 

臨海事業会計が管理し、港湾事業会計に

使用承認している埋立地について、港湾事

業会計はＦ等に使用許可し、月額１０６円

／ｍ２の使用料を収入しているが、臨海事業

会計にはその２分の１の月額５３円／ｍ２

を支払っている。 

東京都臨海地域開発規則によれば、埋立

地の貸付等に係る価格は適正な時価により

評定した額をもって定めなければならない

とされており、また、減額する場合は、「臨

海地域における用地等の管理及び処分に係

る価格の減額等に関する取扱基準」により、

適正な時価により評定した額に対し減額率

を定めるとしていることから、港湾会計が

収入している月額１０６円／ｍ２の２分の

１を使用料の単価としていることは、合理

的な算出とはなっていない。 

 平成２０年度よ

り、臨海地域開発事

業会計において、適

正な基準に沿って計

算された単価で処理

している。 

交通局  土地の貸付

けに係る取扱

いを適正に行

うべきもの 

東京都交通局公有財産規程によれば、普

通財産の貸付期間について、「一時使用のた

め土地を貸し付けるときは、１年を超えて

はならず、更新する場合においても、当初

の貸付けの時から通算して２年を超えるこ

とができない。ただし、特に必要と認める

場合は、この限りではない。」としている。 

 しかし、局が貸し付けている土地につい

て、一時使用のための土地の貸付けである

にもかかわらず、①当初の貸付けから長期

にわたるものが複数あり、②クラブハウス

等が設置されているものもある。 

 駐車場として活用

しているものについ

ては３年間の貸付期

間として、クラブハ

ウス等が設置されて

いる屋内テニスコー

トについては３０年

の貸付期間として、

契約改定を行った。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
水道局  使用料据置

きの経過措置

について、早

期に解消を図

るべきもの 

 水道局は、管路用地など企業用固定資産

を民家等の出入口通路として使用する場合

などに使用許可を行っているが、その土地

使用料について、実態に合う算定方式に改

定し、経過措置を設けて平成１０年度から

施行した。 

 その後、使用料据置きの経過措置を解消

する方針を決定しており、経過措置解消の

対象であった１２８件について見たとこ

ろ、４９件について、監査日（平成１８．

１０．１１）現在、未だ経過措置を適用し、

改定前の算定額により使用料を徴収してい

ることが認められた。 

平成２０年１月ま

でに、全４９件を解

消した。 

 

 

〔平成１８年各会計定例監査〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
福祉保健局  事務処理マ

ニュアルを整

えた上で適正

な徴収事務を

行うべきもの 

板橋ナーシングホーム及び北療育医療セ

ンターにおける収入未済金の徴収事務につ

いて見ると、適正でない事務処理が多数見

受けられた。 

滞納している債権を回収するためには、

滞納者に対し、適時に適切な徴収事務を行

う必要がある。 

 「滞納整理事務処

理マニュアル」を作

成し、マニュアルに

基づいた適正な債権

管理と徴収事務を実

施していく。 

福祉保健局  返還請求を

適正に行うべ

きもの 

生活福祉部は、介護福祉士等修学資金貸

与条例に基づき、介護福祉士又は社会福祉

士を養成する施設等の在学者に対し、修学

資金を貸与している。 

 貸与を受けた者は、介護福祉士等として

就業を継続し、返還免除申請書を提出すれ

ば、貸与金の返還は免除となる。 

 部は、平成１７年度に期間が経過した償

還対象者２５５名の貸与者に対して申請書

の提出を催促し、１１６名から提出を受け

ているものの、残りの１３９名については

申請書が提出されなかったにもかかわら

ず、これらに対して貸与金の返還を請求し

ないままとなっているのは適正でない。 

「東京都介護福祉

士等修学資金貸与事

業事務処理要綱｣を

平成１９年６月に制

定し、その要綱に基

づき、手続未済の１

３９名に対し書類提

出催告、文書通知、

返還請求等を行っ

た。 

また、滞納整理事

務処理マニュアルを

平成２０年３月に策

定した。 
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対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 
中央卸売市場  保護具の措

置に関する事

務を適正に行

うべきもの 

 市場は、職員の身体及び生命を保護する

ため、市場内の各部署が措置しなければな

らない保護具とその標準使用期間等を具体

的に定めている。 

 ところで、昭和５６年に基準が定められ

て以来、保護具の改良や作業環境の改善等

に応じた必要な改定がされていないため、

平成１７年度において保護具を購入した際

に、保護具の必要数と当年度購入数に著し

いかい離が生じている。 

 また、保護具の管理について、東京都労

働安全衛生保護具措置規程で、保護具台帳

（個人表及び総括表）により必要な記録を

行うこととされているが、食肉市場は、と

畜解体の作業を行っている職員について、

規程に定める保護具台帳を作成しておらず

適正でない。 

 保護具措置基準に

ついては、平成２０

年３月１１日に市場

の実態に合うよう改

正した。 

 食肉市場における

保護具台帳について

は、記録の整理が完

了した。 

 

〔平成１７年度決算審査（公営企業各会計）〕 

 

対象局 

 

事項 

 

監査結果の要約 講じた措置の 

概要 

交通局  貯蔵品の管

理について検

討すべきもの 

交通局における貯蔵品を見たところ、以

下のような問題点が認められた。 

ア 入庫以来２年を経過しても払出しが行

われていないものが見受けられた。また、

一部の品目については、３０年以上、一

度も払出しが行われていない。 

イ 貯蔵品として扱われているが、受払い

の頻度が高いもの（例：パッキン）、一般

的な物品で発注が簡単なため貯蔵する必

要性がないもの（例：蛍光灯）、組み合わ

せて使用するものでその一方が貯蔵品で

ないもの（例：ボルト・ナットとワッシ

ャ）など決算品として管理する方が合理

的であると判断されるものもある。 

 

ア 払出しの行われ

ていない貯蔵品に

ついて、２３７品

目、２，６８６万

１，０００円の減

耗損処理と、２７

７品目の決算品化

を行った。 

イ 受払いの頻度や

貯蔵の必要性を考

慮し、１０３品目

の決算品化を行っ

た。 
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